
（1）　　　２０２３年（令和５年）９月５日 　　　第１０９号

第

回
ク
リ
ー
ン
・
コ
ー
ル
・
デ
ー
国

３２

際
会
議
の
開
催
に
あ
た
り
、
一
言
、
ご
挨

拶
申
し
上
げ
ま
す
。

昨
年
度
ま
で
の
３
年
間
は
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
の
観
点
か
ら
、

オ
ン
ラ
イ
ン
方
式
で
行
っ
て
お
り
ま
し

た
が
、
本
年
度
は
来
場
中
心
の
ハ
イ
ブ
リ

ッ
ト
方
式
で
開
催
致
し
ま
す
。

本
年
度
は
、
海
外
か
ら
の
講
演
者
も
数

多
く
来
日
頂
き
、
ま
た
、
多
く
の
聴
衆
の

皆
さ
ま
も
来
場
頂
い
て
の
開
催
で
進
め

ま
す
。
特
別
講
演
や
セ
ッ
シ
ョ
ン
で
の
ス

ピ
ー
チ
に
出
演
頂
け
る
国
内
外
の
皆
さ

ま
、
そ
し
て
Ｗ
ｅ
ｂ
を
通
じ
て
会
議
に
参

加
し
て
い
た
だ
く
世
界
中
の
た
く
さ
ん

の
皆
さ
ま
に
、
心
か
ら
感
謝
い
た
し
ま

す
。ま

た
、
開
催
に
あ
た
り
ま
し
て
は
、
共

催
者
で
あ
り
ま
す
Ｍ
Ｅ
Ｔ
Ｉ
、
Ｎ
Ｅ
Ｄ

Ｏ
、
Ｊ
Ｏ
Ｇ
Ｍ
Ｅ
Ｃ
を
は
じ
め
、
各
国
大

使
館
や
国
際
機
関
な
ど
、
多
く
の
関
係
者

の
方
々
に
ご
支
援
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。

改
め
て
、
厚
く
御
礼
を
申
し
上
げ
ま
す
。

さ
て
、
今
回
の
会
議
の
テ
ー
マ
は
「
ゼ

ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
を
目
指
し
た
脱
炭
素

化
技
術
の
取
組
み
」
と
し
て
お
り
ま
す
。

開
会
に
あ
た
り
、
気
候
変
動
対
策
に
お

い
て
キ
ー
ワ
ー
ド
と
な
っ
て
い
る
「
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
」「
脱
炭
素
化
」
に

つ
き
、
私
の
思
う
と
こ
ろ
を
申
し
上
げ
た

い
と
思
い
ま
す
。

「
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
」
と
は
、

炭
化
水
素
化
合
物
で
あ
る
化
石
資
源
を

「
使
う
の
を
や
め
る
」
と
い
う
こ
と
で
は

な
く
、
化
石
資
源
の
利
用
に
伴
う
Ｃ
Ｏ
２

排
出
を
、
森
林
や
海
洋
な
ど
の
Ｃ
Ｏ
２
吸

収
源
と
の
バ
ラ
ン
ス
に
お
い
て
世
界
全

体
で
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
に
抑
え
よ
う
と
い
う

こ
と
で
す
。

地
球
の
生
態
系
が
持
つ
吸
収
能
力
を

超
え
て
排
出
し
続
け
る
状
態
に
ブ
レ
ー

キ
を
か
け
よ
う
と
い
う
こ
と
で
す
。
そ
の

バ
ラ
ン
ス
均
衡
を
実
現
す
る
目
標
年
が

日
本
で
は
２
０
５
０
年
と
さ
れ
て
い
ま

す
。石

炭
を
始
め
と
す
る
化
石
資
源
は
、
発

電
、
製
鉄
、
セ
メ
ン
ト
、
化
学
工
業
、
交

通
手
段
な
ど
、
あ
ら
ゆ
る
分
野
で
私
た
ち

の
社
会
の
基
盤
を
支
え
て
い
ま
す
。

気
候
変
動
対
策
の
観
点
か
ら
取
り
組

む
べ
き
課
題
は
、
Ｃ
Ｏ
２
の
排
出
量
を
抑

え
る
こ
と
で
す
。
Ｃ
Ｏ
２
排
出
の
多
い
化

石
資
源
利
用
方
法
を
漫
然
と
続
け
る
こ

と
が
問
題
な
の
で
す
。

石
油
も
、
天
然
ガ
ス
も
、
石
炭
も
、
全

て
の
化
石
資
源
が
そ
の
利
用
方
法
を
見

直
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

と
り
わ
け
石
炭
は
、
そ
の
利
用
に
際
し

て
の
Ｃ
Ｏ
２
発
生
量
が
相
対
的
に
大
き

い
こ
と
か
ら
、
排
出
抑
制
へ
の
要
求
が
最

も
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

私
た
ち
が
当
面
な
す
べ
き
こ
と
は
、
高

効
率
化
に
よ
る
低
排
出
化
、
い
わ
ゆ
る
Ｈ

Ｅ
Ｌ
Ｅ
技
術
の
適
用
拡
大
で
す
。
し
か

し
、
Ｈ
Ｅ
Ｌ
Ｅ
技
術
は
や
が
て
効
率
の
限

界
に
達
し
ま
す
。

次
の
段
階
と
し
て
は
、
Ｃ
Ｏ
２
そ
の
も

の
を
キ
ャ
ブ
チ
ャ
ー
し
、
そ
れ
を
再
利
用

し
た
り
、
地
中
貯
留
し
た
り
す
る
、
い
わ

ゆ
る
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
技
術
を
実
装
し
て
い
く

こ
と
で
す
。

こ
れ
ら
の
技
術
を
組
み
合
わ
せ
れ
ば
、

石
炭
か
ら
Ｃ
Ｏ
２
フ
リ
ー
水
素
を
製
造

す
る
、
い
わ
ゆ
る
ブ
ル
ー
水
素
の
実
現
も

可
能
に
な
る
こ
と
で
し
ょ
う
。

発
電
用
燃
料
と
し
て
も
、
製
鉄
・
化
学

品
の
原
料
と
し
て
も
、
石
炭
利
用
に
伴
う

Ｃ
Ｏ
２
排
出
の
抜
本
的
低
減
、
さ
ら
に
は

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
化
、
こ
れ
が
で
き
れ

ば
石
炭
は
人
類
を
支
え
る
資
源
選
択
肢

の
一
つ
で
あ
り
続
け
て
よ
い
は
ず
で
す
。

こ
う
し
た
化
石
燃
料
利
用
の
仕
方
の

新
し
い
世
界
す
な
わ
ち
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア

に
私
た
ち
は
、
チ
ャ
レ
ン
ジ
し
て
い
か
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

私
た
ち
は
、
国
連
で
採
択
さ
れ
た
Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ
ア
ジ
ェ
ン
ダ
の

の
ゴ
ー
ル
の
う

１７

ち
７
番
目
に
掲
げ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
つ

い
て
の
目
標
を
思
い
起
こ
し
ま
し
ょ
う
。

「
す
べ
て
の
人
々
にaffordable

で
、re

liable

で
、sustainable

で
、
そ
し
てm

o
dern

な
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
確
保
す
る
」
と
言

っ
て
い
ま
す
。
途
上
国
の
人
々
を
含
め
人

類
全
体
を
支
え
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
選
択
肢

の
一
つ
と
し
て
、
石
炭
を
考
え
な
く
て
は

な
り
ま
せ
ん
。

そ
れ
ぞ
れ
の
国
に
見
合
っ
た
や
り
方

で
、
最
適
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
選
択
と
技
術
の

組
み
合
わ
せ
を
見
つ
け
な
が
ら
、
こ
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
移
行
期
を
乗
り
越
え
な
く
て

は
な
り
ま
せ
ん
。

そ
の
際
、
先
進
国
は
先
に
豊
か
に
な
っ

た
者
の
責
務
と
し
て
、
途
上
国
に
最
先
端

の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
関
連
技
術

を
導
入
す
る
な
ど
の
支
援
を
行
わ
な
く

て
は
な
り
ま
せ
ん
。

気
候
変
動
枠
組
み
条
約
が
掲
げ
る
「
共

通
だ
が
差
異
の
あ
る
責
任
」
原
則
の
下

で
、
世
界
全
体
で
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ

ル
社
会
の
実
現
に
向
か
っ
て
進
ん
で
い

か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

現
時
点
で
特
定
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
選

ん
だ
り
、
あ
る
い
は
排
除
し
た
り
す
る
こ

と
な
く
、
多
く
の
選
択
肢
を
保
持
し
な
が

ら
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
供
給
を
維
持

し
、
そ
れ
ぞ
れ
に
必
要
な
技
術
革
新
に
チ

ャ
レ
ン
ジ
し
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出
抑
制
に
貢
献

す
る
取
り
組
み
を
加
速
し
て
い
き
ま
し

ょ
う
。

私
た
ち
の
取
り
組
み
が
、
国
連
Ｓ
Ｄ
Ｇ

ｓ
が
い
う
と
こ
ろ
の
「
誰
も
置
き
去
り
に

し
な
い
」
持
続
可
能
で
多
様
性
と
包
摂
性

の
あ
る
社
会
の
実
現
に
繋
が
る
こ
と
を

心
か
ら
願
っ
て
、
私
か
ら
の
開
会
の
挨
拶

と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

�

�

�

�

����������������������������������������������

����������������������������������������������

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

経　産　新　報

6 面
川崎重工業株式会社

執行役員
山本　滋氏

経 産 新 報
20２３年（令和５年）

９月５日  火曜日

THE KEISAN SHINPOU
�

発行人 （株）経済新報社 代表取締役 高橋常郎発行人　（株）経済新報社　代表取締役　高橋常郎
電話 080（6613）6078 eメール keisansp@jcom.電話 080（6613）6078　　eメール keisansp@jcom.zaq.ne.jpzaq.ne.jp

ホームページ http://www.keisanshinpou.comホームページ　http://www.keisanshinpou.com

2面
経済産業省

燃料環境適合利用推進課長
羽田　由美子氏

水
素
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
想

〜
K
H
I
〜
6
面

3 面
カーボンリサイクルファンド

専務理事
橋口　昌道氏

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
け
て

〜
C
R
F
〜
3
面

発行所　〒 359 - 1133  埼玉県所沢市荒幡 912 - 1　エスポワ－ルB101

「
第

回
ク
リ
ー
ン
･
コ
ー
ル
･
デ
ー
国
際
会
議
」

32

開
催
に
あ
た
っ
て

一
般
財
団
法
人
カ
ー
ボ
ン
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
機
構

（
J
C
O
A
L
）

会
長

北
村

雅
良

会
議
の
テ
ー
マ
「
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
を
目
指
し
た
脱
炭
素
化
技
術
の
取
組
み
」

キ
ー
ワ
ー
ド
は「
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
」と「
脱
炭
素
化
」

ま
ず
な
す
べ
き
は
高
効
率
化
に
よ
る
低
排
出
化「
Ｈ
Ｅ
Ｌ
Ｅ
技
術
」の
適
用
拡
大

次
の
段
階
は
Ｃ
Ｏ
２
を
キ
ャ
ブ
チ
ャ
ー
し
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
技
術
の
実
装

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
化
で
石
炭
は
人
類
を
支
え
る
資
源
選
択
肢
の
一
つ
で
あ
り
続
け
る

第 32回クリーン・コール・デー国際会議 (2023 年度 )プログラム＜8月 25 日時点＞
ゼロエミッションを目指した脱炭素化技術の取組み

◎主催　 一般財団法人カーボンフロンティア機構 (JCOAL)
◎共催　経済産業省 (METI)、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術開発機構 (NEDO）、独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構 (JOGMEC)
◎日時　2023 年 9 月 5 日 ( 火 ) 9:00 ～ 18：00
◎会場　大手町プレイスカンファレンスセンター、オンライン配信併催 (Zoomまたは WebEx)
◎共通言語 ; 英語 /日本語 (同時通訳 )
◎MC： 一般財団法人カーボンフロンティア機構 (JCOAL)

　開会セッション
09:00-09:05　開会辞     　北村　雅良　一般財団法人カーボンフロンティア機構　会長
09:05-09:10　共催辞 1   　定光　裕樹　経済産業省 (METI) 資源エネルギー庁 (ANRE) 資源・燃料部長
09:10-09:15　共催辞 2　　和田　 恭　  国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 (NEDO) 理事
09:15-09:35　特別講演 I 　Dr. Andrew Minchener OBE　 IEA 国際持続的炭素センター(ICSC/International Centre for Sustainable Carbon) 代表
           　　　　　　　  「エネルギー移行期における石炭の挑戦と機会」
　セッション I  　カーボンニュートラルを目指した各国におけるゼロエミッションの必要性～政策動向
       　　　  Moderator　有馬　純　指定国立大学法人東京大学 公共政策大学院 特任教授　
09:35-09:55　speech-1(ACE) 　Dr. Nuki Agya Utama　アセアンエネルギーセンター(ASEAN Centre for Energy/ACE) 所長　
      　　　　　　　　　「アセアンはゼロエミッションへ今後どのように進んでいくのか ( 仮 )」
09:55-10:15　speech-2 (VGBE) Dr. Oliver Then 　欧州発電協会 (VGBE Energy e.V.) 代表
      　　　　　　　　   「欧州発電業界におけるゼロエミッションへ向かうための方策～政策と現状」
10:15-10:35　speech-3( 中国 )   Zhang Shaoqiang　中国石炭加工利用協会 (CCPUA) 理事長
      　　　　　　　　   「中国における石炭のクリーンで低炭素化技術への転換とカーボンニュートラルに向けた方策」
10:35-10:55　speech-4( 米国 )   Jason Begger　ワイオミング州エネルギー局 ワイオミング総合テストセンター 所長
     　　　　　　　　　 「米国のエネルギーのゼロエミッションへの方策 ( 仮 )」
10:55-11:15　speech-5(インド)   Dr. Bikas Chandra Mallick　電力省 中央電力庁 (Central Energy Authority (CEA)) 第二局長
      　　　　　　　　   「インドにおけるゼロエミッションの方策 ( 仮 )」
11:15-11:35 　Q&A
11:35-11:55　特別講演�　笹津　浩司　電源開発�（J-POWER）取締役副社長執行役員
　　　　　　　　　　  「エネルギーセキュリティと環境の両立を目指して～ J-POWERの取り組み： J-POWER BLUE MISSION 2050 ～」
11:55-13:00 　休憩
　セッション II 　パート I   エネルギー移行期の初期段階における技術動向－短期における燃焼技術等を用いた取組み ;
　　　　　　　　　　　　   バイオマス／アンモニア
                   Moderator　守富　寛　国立大学法人東海国立大学機構　岐阜大学　名誉教授　守富環境工学総合研究所 (Meel)  所長 
13:00-13:20　speech-1( 日本 ) 吉田　有三　出光興産㈱ 執行役員　石炭・環境事業部長
      　　　　　　　　　「 出光におけるブラックペレットの商用化も含めた脱炭素への取組みを踏まえたエネルギー移行への貢献」
13;20-13:40　speech-2( 日本 )  小澤　 幸久　 ㈱ IHI 執行役員　資源・エネルギー・環境事業領域　副事業領域長
       　　　　　　　　  「IHIが考えるアンモニア混焼・バイオマス混焼が移行期に貢献する姿 ( 仮 )」
13:40-14:00　speech-3( 英国 )  Alan Knight 　Drax 社 Chief Sustainability Officer Sustainability (interim) 
           　　　　　　　 「Drax 社による持続性バイオマス燃料に対する挑戦」
14:00-14:20 　Q&A
14:20-14:40 　Break
　セッション II 　パートII   エネルギー移行期の初期段階における技術動向～中長期におけるCO2有効利用
　　　　　　　　　　　  技術等を用いた取組み ; CR、CCUS/CCS、産業間連携、水素等
　　　　　  Moderator　松岡　俊文　指定国立大学法人京都大学　名誉教授　深田地質研究所 (FGI) 顧問　
14:40-15:00　speech-1( 米国 )  　Prof. Dr. Holly Krutka　ワイオミング州立大学　エネルギー資源学科長　教授
          　　　　　　　   「米国におけるCO2削減のためのCCUS ハブ～新たな取組み （仮）」
15:00-15:20　speech-2 (GCCSI)   Jarad Daniels 　グローバルCCSインスティテュート(Global CCS Institute (GCCSI)) 代表
           　　　　　　　  「世界のCCS 動向 ̃現状の紹介と今後の見通し」
15:20-15:40　speech-3( 日本 )  山本　滋　川崎重工業㈱ (KHI) 　執行役員　水素戦略本部　副本部長
   　    　　　　　　　   「川崎重工業の水素事業と将来展望」
15:40-16:00 　休憩
16:00-16:20　speech-4( 豪州 )  Jane Burton　ビクトリア州雇用・技能・産業・地方省　カーボンネットプロジェクト　プロジェクトディレクター
         　　　　　　　    「環太平洋間共同事業 : 豪州カーボンネットプロジェクト」
16:20-16:40　speech-5( 日本 )  辻　佳子　指定国立大学法人東京大学　環境安全研究センター　教授 
　　　　　　　　　　　 TBD
16:40-17:00　Q&A
　セッション III 　 シンポジウムラップアップ
　　　　　  Moderator   橘川　武郎　国際大学 (IUJ) 副学長　国際経営学研究科　教授
　　　　　  panelist 1 　有馬　純　指定国立大学法人東京大学　公共政策大学院　特任教授
　　　　　  panelist 2 　Dr. Andrew Minchener OBE　IEA 国際持続的炭素センター(ICSC) 代表
　　　　　  panelist 3 　守富　寛　国立大学法人東海国立大学機構　岐阜大学　名誉教授　守富環境工学総合研究所 (Meel)  所長

18:00 　　　閉会辞　 　塚本　修　一般財団法人カーボンフロンティア機構　理事長　

�

�

�

�

������������������������������

������������������������������

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

C
C
U
S
、カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
等
の
推
進

〜
M
E
T
I
〜
2
面



２０２３年（令和５年）９月５日　　　　　   （2）

全
国
各
地
域
の
大
学
に

お
け
る
カ
ー
ボ
ン
リ
サ

イ
ク
ル
の
拠
点
、
研
究
セ

ン
タ
ー
な
ど
の
動
き
も

活
用
し
な
が
ら
、
技
術
開

発
、
人
材
育
成
・
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
構
築
、
国
際
展
開

へ
の
後
押
し
な
ど
、
産
学

官
一
体
で
担
い
手
の
創

出
・
育
成
、
エ
コ
シ
ス
テ

ム
の
確
立
に
向
け
た
支

援
を
検
討
し
て
い
き
ま

す
。２

０
３
０
年
ま
で

の
Ｃ
Ｃ
Ｓ
事
業
開

始
に
向
け
た
事
業

環
境
を
整
備

２
０
５
０
年
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実

現
に
向
け
て
は
、
Ｃ
Ｏ
２

を
回
収
し
、
地
下
に
貯
留

す
る
「
Ｃ
Ｃ
Ｓ
」
の
取
組

も
不
可
欠
で
す
。

Ｃ
Ｃ
Ｓ
は
脱
炭
素
化

の「
最
後
の
砦
」で
あ
り
、

「
Ｃ
Ｃ
Ｓ
な
く
し
て
、

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ

ル
な
し
」
と
言
っ
て
も
過

言
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

本
年
２
月
に
閣
議
決

定
し
た
「
Ｇ
Ｘ
実
現
に
向

け
た
基
本
方
針
」
に
お
い

て
、
脱
炭
素
に
向
け
て
Ｃ

Ｃ
Ｓ
を
追
求
す
る
こ
と

と
し
て
い
ま
す
。

現
在
、
世
界
各
地
に
お

い
て
、
Ｃ
Ｃ
Ｓ
の
事
業
化

に
向
け
た
激
し
い
競
争

が
起
き
て
い
る
と
認
識

し
て
お
り
、
日
本
の
脱
炭

素
コ
ス
ト
を
最
小
限
に

す
る
た
め
に
も
、
国
家
的

課
題
と
し
て
戦
略
的
か

つ
計
画
的
に
Ｃ
Ｃ
Ｓ
に

取
り
組
む
必
要
が
あ
る

と
考
え
て
い
ま
す
。

そ
の
た
め
、２
０
３
０

年
ま
で
の
事
業
化
を
目

指
し
、
コ
ス
ト
低
減
や
適

地
開
発
、
事
業
化
に
向
け

た
環
境
整
備
と
い
っ
た

様
々
な
課
題
の
解
決
に

世
界
規
模
で
異
常
気

象
が
発
生
し
、
大
規
模
な

自
然
災
害
が
増
加
す
る

な
ど
、
気
候
変
動
問
題
へ

の
対
応
は
今
や
人
類
共

通
の
課
題
と
な
っ
て
い

ま
す
。

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
目
標
を
表
明
す
る

国
・
地
域
が
増
加
し
世
界

的
に
脱
炭
素
の
機
運
が

高
ま
る
中
、
日
本
に
お
い

て
も
２
０
３
０
年
度
の

温
室
効
果
ガ
ス
４
６
％

削
減
、２
０
５
０
年
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の

実
現
と
い
う
国
際
公
約

を
掲
げ
、
気
候
変
動
問
題

に
対
し
て
国
家
を
挙
げ

て
対
応
す
る
強
い
決
意

を
表
明
し
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
中
、
本
年
７

月
、
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁

で
も
Ｇ
Ｘ
の
取
組
を
加

速
さ
せ
る
新
た
な
体
制

が
発
足
し
、
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
／

カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル

の
政
策
を
一
元
的
に
立

案
す
る
燃
料
環
境
適
合

利
用
推
進
課
（
カ
ー
ボ
ン

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
課
）
を
新

た
に
設
置
し
ま
し
た
。

新
設
さ
れ
た
課
で
は
、

こ
れ
ま
で
は
別
々
の
課

で
担
当
し
て
い
た
カ
ー

ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
と
Ｃ

Ｃ
Ｓ
を
一
元
的
に
所
掌

す
る
こ
と
に
な
り
、
カ
ー

ボ
ン
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・
Ｃ

Ｏ
２
の
サ
プ
ラ
イ
チ

ェ
ー
ン
を
ト
ー
タ
ル
で

考
え
、
推
進
す
る
体
制
と

な
り
ま
し
た
。

本
年
５
月
の
Ｇ
７
気

候
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境

大
臣
会
合
の
成
果
文
書

に
お
い
て
も
、「
カ
ー
ボ

ン
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」
と
し

て
、
Ｃ
Ｃ
Ｓ
（C

arbon
C
apture

and
Storage:

二
酸
化
炭
素
回
収
貯

留
）、
Ｄ
Ａ
Ｃ
（D

irect
A
ir
C
apture:

直
接
大
気

回
収
）
な
ど
の
二
酸
化
炭

素
除
去
、
ｅ
�
ｆ
ｕ
ｅ

ｌ
・
ｅ
メ
タ
ン
な
ど
カ
ー

ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
燃
料

を
含
む
カ
ー
ボ
ン
リ
サ

イ
ク
ル
技
術
の
重
要
性

や
具
体
的
な
ア
ク
シ
ョ

ン
が
記
載
さ
れ
、『
Ｃ
Ｃ

Ｕ
／
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ

ク
ル
及
び
Ｃ
Ｃ
Ｓ
は
、
２

０
５
０
年
ま
で
の
ネ
ッ

ト
・
ゼ
ロ
排
出
達
成
の
た

め
の
脱
炭
素
化
の
解
決

策
の
幅
広
い
ポ
ー
ト
フ

ォ
リ
オ
の
重
要
な
要
素

に
な
り
得
る
』
と
さ
れ
ま

し
た
。

今
後
、
２
０
５
０
年

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ

ル
の
実
現
に
向
け
て
、
火

力
発
電
所
の
脱
炭
素
化

や
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
、
原
子
力
、
水
素
・

ア
ン
モ
ニ
ア
等
の
新
燃

料
の
活
用
を
進
め
て
も
、

排
出
が
残
る
分
野
に
対

し
て
、
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
／
カ
ー

ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
は
、
重

要
な
オ
プ
シ
ョ
ン
の
１

つ
に
な
っ
て
く
る
と
考

え
て
い
ま
す
。

カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ

ク
ル
の
推
進
に
向

け
た
取
組
・
課
題
を

整
理

カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク

ル
と
は
、
Ｃ
Ｏ
２
を
資
源

と
し
て
捉
え
、
こ
れ
を
分

離
・
回
収
し
、
コ
ン
ク

リ
ー
ト
、
化
学
品
、
燃
料

な
ど
多
様
な
製
品
と
し

て
再
利
用
す
る
と
と
も

に
、
大
気
中
へ
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
を
抑
制
す
る
技
術

で
す
。

カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク

ル
技
術
に
つ
い
て
、
２
０

１
９
年
よ
り
、
目
標
、
技

術
課
題
、
タ
イ
ム
フ
レ
ー

ム
（
フ
ェ
ー
ズ
毎
の
目
指

す
べ
き
方
向
性
）
を
設
定

し
た
、「
カ
ー
ボ
ン
リ
サ

イ
ク
ル
技
術
ロ
ー
ド
マ

ッ
プ
」
を
公
表
し
て
い
ま

す（
２
０
２
１
年
７
月
改

訂
）。今般

、
本
年
６
月
に

は
、
グ
リ
ー
ン
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
基
金
事
業
の
組

成
な
ど
に
よ
る
更
な
る

技
術
開
発
・
実
証
実
装
の

加
速
化
や
海
外
な
ど
で

の
案
件
組
成
・
生
産
計
画

の
動
き
を
背
景
に
、
カ
ー

ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
の
意

義
、
技
術
開
発
の
方
向

性
、
産
業
間
連
携
（
Ｃ
Ｏ

２
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

構
築
）
の
考
え
方
な
ど
産

業
化
に
向
け
た
課
題
や

ア
ク
シ
ョ
ン
を
整
理
し

た
「
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク

ル
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
」
を
取

り
ま
と
め
ま
し
た
。

同
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に

お
け
る
カ
ー
ボ
ン
リ
サ

イ
ク
ル
の
普
及
を
加
速

さ
せ
る
た
め
の
政
策
の

課
題
、
ア
ク
シ
ョ
ン
は
大

き
く
４
点
で
す
。

１
点
目
は
技
術
開
発
・

社
会
実
装
で
す
。
現
在
、

化
学
品
（
オ
レ
フ
ィ
ン
、

ポ
リ
カ
ー
ボ
ネ
ー
ト
な

ど
）、
燃
料
（
合
成
燃
料
、

Ｓ
Ａ
Ｆ
、
合
成
メ
タ
ン
な

ど
）、鉱
物（
コ
ン
ク
リ
ー

ト
、
セ
メ
ン
ト
、
炭
酸
塩

な
ど
）
の
分
野
を
中
心
に

カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル

技
術
の
開
発
が
行
わ
れ

て
い
ま
す
が
、
こ
れ
ら
の

多
く
は
、
Ｃ
Ｏ
２
と
水
素

の
化
学
反
応
を
利
用
す

る
も
の
で
す
。
そ
の
た

め
、
水
素
の
調
達
環
境
や

技
術
成
熟
度
を
踏
ま
え

つ
つ
、
各
製
品
分
野
に
お

い
て
、
可
能
な
限
り
早
期

の
技
術
確
立
、
低
コ
ス
ト

化
、
普
及
を
目
指
し
て
い

く
こ
と
が
重
要
に
な
り

ま
す
。

２
点
目
は
産
業
間
連

携
で
す
。
従
来
か
ら
個
別

の
技
術
開
発
は
行
わ
れ

て
き
ま
し
た
が
、
今
後
、

カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル

の
社
会
実
装
を
進
め
る

た
め
に
は
、
Ｃ
Ｏ
２
の
排

出
者
・
利
用
者
・
輸
送
者

な
ど
事
業
者
を
連
携
さ

せ
る
産
業
間
連
携
（
Ｃ
Ｏ

２
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
の
構
築
）
が
必
要
と
な

り
ま
す
。

産
業
間
連
携
は
Ｃ
Ｏ

２
分
離
回
収
、
輸
送
、
利

用
の
プ
ロ
セ
ス
で
構
成

さ
れ
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出
者
・

利
用
者
に
よ
り
、
産
業
間

連
携
の
あ
り
方
は
多
様

な
形
で
あ
る
と
考
え
ら

れ
ま
す
が
、
段
階
的
な
Ｃ

Ｏ
２
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
の
構
築
の
あ
り
方
を

検
討
し
て
い
く
こ
と
で
、

事
業
の
幅
が
広
が
っ
て

い
く
可
能
性
が
あ
り
ま

す
。ま

た
、
産
業
間
連
携
な

ど
を
通
じ
て
、
回
収
し
た

Ｃ
Ｏ
２
の
流
通
規
模
が

大
き
く
な
る
こ
と
で
将

来
的
な
コ
ス
ト
低
減
、
Ｃ

Ｏ
２
削
減
効
果
の
最
大

化
や
新
た
な
産
業
育
成

に
よ
る
地
域
活
性
化
に

も
繋
が
る
こ
と
が
期
待

さ
れ
ま
す
。

円
滑
に
進
め
る
た
め

に
は
、
供
給
者
と
利
用
者

を
マ
ッ
チ
ン
グ
さ
せ
る

役
割
の
他
、
需
給
の
バ
ラ

ン
ス
調
整
、
Ｃ
Ｏ
２
削
減

を
最
大
化
す
る
全
体
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
等
の
役
割

を
担
う
事
業
主
体
（
Ｃ
Ｏ

２
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
事
業

者
）
の
役
割
が
重
要
と
考

え
ら
れ
ま
す
。
こ
の
事
業

主
体
に
は
、
Ｃ
Ｏ
２
の
ト

レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
の
確

保
を
担
う
事
も
期
待
さ

れ
ま
す
。

３
点
目
は
環
境
価
値

評
価
・
国
際
展
開
で
す
。

今
後
、
企
業
が
カ
ー
ボ
ン

リ
サ
イ
ク
ル
を
進
め
る

上
で
そ
の
環
境
価
値
が

評
価
さ
れ
る
こ
と
は
非

常
に
重
要
で
す
。

現
在
、
Ｇ
Ｈ
Ｇ
（G

re
enhouse

G
as:

温
室
効

果
ガ
ス
）
プ
ロ
ト
コ
ル
で

は
、
事
業
者
に
対
し
て
事

業
実
施
時
に
排
出
し
た

全
て
の
Ｃ
Ｏ
２
の
報
告

を
求
め
て
い
ま
す
が
、
サ

プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を
通

じ
た
Ｃ
Ｏ
２
排
出
の
開

示
で
は
、
カ
ー
ボ
ン
リ
サ

イ
ク
ル
に
よ
る
排
出
抑

制
を
シ
ス
テ
ム
全
体
か

ら
見
て
評
価
す
る
仕
組

み
と
な
っ
て
い
ま
せ
ん
。

し
た
が
っ
て
、
カ
ー
ボ

ン
リ
サ
イ
ク
ル
に
よ
る

Ｃ
Ｏ
２
排
出
抑
制
を
適

切
に
評
価
出
来
る
新
た

な
仕
組
み
作
り
が
必
要

に
な
り
ま
す
。

ま
た
、
Ｃ
Ｏ
２
が
国
境

を
越
え
る
ケ
ー
ス
の
取

り
扱
い
に
つ
い
て
も
具

体
的
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

を
実
施
し
つ
つ
、
国
境
を

超
え
た
カ
ー
ボ
ン
リ
サ

イ
ク
ル
の
Ｃ
Ｏ
２
の
環

境
価
値
を
適
切
に
配
分

可
能
な
仕
組
み
作
り
が

重
要
に
な
り
ま
す
。

４
点
目
は
担
い
手
の

創
出
・
エ
コ
シ
ス
テ
ム
の

確
立
で
す
。
カ
ー
ボ
ン
リ

サ
イ
ク
ル
は
様
々
な
技

術
開
発
が
す
で
に
進
め

ら
れ
て
い
ま
す
が
、「
Ｃ

Ｏ
２
を
資
源
と
し
て
捉

え
る
」
と
い
う
価
値
基
準

を
持
つ
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
で
あ
り
、
社
会
実
装
や

産
業
化
に
向
け
て
は
、
さ

ら
な
る
柔
軟
な
発
想
力

や
ス
ピ
ー
ド
感
の
あ
る

技
術
開
発
が
重
要
で
す
。

海
外
で
は
、
ス
タ
ー
ト

ア
ッ
プ
に
よ
る
技
術
開

発
・
実
証
・
ビ
ジ
ネ
ス
の

確
立
が
活
発
に
行
わ
れ

て
い
る
な
ど
、
担
い
手
と

し
て
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ

が
果
た
す
役
割
は
非
常

に
大
き
い
も
の
に
な
る

と
考
え
て
い
ま
す
。

他
方
で
、
我
が
国
に
お

け
る
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ

ク
ル
分
野
の
ス
タ
ー
ト

ア
ッ
プ
は
、
主
に
プ
レ

シ
ー
ド
、
シ
ー
ド
段
階
で

あ
り
、
育
成
に
は
手
厚
い

支
援
が
必
要
で
す
。

例
え
ば
、
広
島
県
大
崎

上
島
に
整
備
さ
れ
た

「
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク

ル
実
証
研
究
拠
点
」
や
、

経　産　新　報[CCUS/ カーボンリサイクル政策 ]

化
石
燃
料
の
利
用
で
生
じ
る
二
酸
化
炭
素
の

化
石
燃
料
の
利
用
で
生
じ
る
二
酸
化
炭
素
の

貯
蔵
や
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
等
の
推
進
へ

貯
蔵
や
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
等
の
推
進
へ

経済産業省
資源エネルギー庁
燃料環境適合利用推進課

（カーボンマネジメント課）
課長

羽田 由美子氏

今
年
７
月
、
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
は
Ｇ
Ｘ
の
取
組
を
加
速
さ
せ
る
新
た
な

体
制
を
発
足
さ
せ
、
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
／
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
の
政
策
を
一
元
的

に
立
案
す
る
燃
料
環
境
適
合
利
用
推
進
課
（
カ
ー
ボ
ン
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
課
）

を
新
た
に
設
置
し
た
。
同
課
の
羽
田
課
長
に
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
／
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ

ク
ル
の
政
策
に
つ
い
て
解
説
し
て
い
た
だ
い
た
。

図―1 　カーボンマネジメント (CCU・カーボンリサイクル /CCS/CDR) の概念図

図―2　先進的ＣＣＳ事業で選定した 7案件概要

CCUS/カーボンリサイクルはカーボンマネジメントという温暖化対策の「最後の砦」

し
ま
す
。
こ
れ
ら
の
事
業

に
よ
り
２
０
３
０
年
ま

で
に
合
計
で
約
１
�３
０

０
万
�
の
確
保
を
目
指

し
ま
す
。

ま
た
、
Ｃ
Ｃ
Ｓ
事
業
に

対
す
る
法
令
の
適
用
関

係
が
は
っ
き
り
せ
ず
、
事

業
者
側
で
準
拠
す
べ
き

ル
ー
ル
や
国
の
監
督
の

体
制
が
不
明
確
で
あ
っ

た
こ
と
、
貯
留
事
業
者
の

保
安
責
任
や
モ
ニ
タ
リ

ン
グ
責
任
が
不
明
確
で

あ
っ
た
こ
と
な
ど
、
法
制

の
観
点
か
ら
の
理
由
も

あ
り
、
こ
れ
ま
で
Ｃ
Ｃ
Ｓ

の
事
業
化
が
進
み
ま
せ

ん
で
し
た
。

こ
の
た
め
、
Ｃ
Ｃ
Ｓ
事

業
に
関
す
る
法
制
度
を

で
き
る
限
り
早
期
に
整

備
し
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。

最
後
に

Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
／
カ
ー
ボ
ン

リ
サ
イ
ク
ル
は
カ
ー
ボ
ン

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
い
う
、
温

暖
化
対
策
の「
最
後
の
砦
」

と
な
る
取
組
で
す
。
研
究

開
発
か
ら
社
会
実
装
を

め
ざ
す
と
と
も
に
、
国
内

の
み
な
ら
ず
、
世
界
の

カ
ー
ボ
ン
ニュ
ー
ト
ラ
ル
実

現
に
向
け
積
極
的
に
貢

献
し
て
い
き
ま
す
。

取
り
組
む
た
め
本
年
３

月
に
「
Ｃ
Ｃ
Ｓ
長
期
ロ
ー

ド
マ
ッ
プ
」
を
策
定
し
ま

し
た
。

同
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に

お
い
て
、２
０
５
０
年
時

点
で
年
間
約
１
・
２
〜

２
・
４
億
�
の
Ｃ
Ｏ
２
貯

留
を
可
能
と
す
る
こ
と

を
目
安
に
、２
０
３
０
年

ま
で
の
事
業
開
始
に
向

け
た
事
業
環
境
を
整
備

し
（
コ
ス
ト
低
減
、
国
民

理
解
、
海
外
Ｃ
Ｃ
Ｓ
推

進
、
Ｃ
Ｃ
Ｓ
事
業
法
整

備
）、
２
０
３
０
年
以
降

本
格
的
に
Ｃ
Ｃ
Ｓ
事
業

を
展
開
す
る
こ
と
を
目

標
と
し
て
掲
げ
ま
し
た
。

こ
の
目
標
に
向
け
、
横

展
開
可
能
な
Ｃ
Ｃ
Ｓ
ビ

ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
早
期

に
確
立
す
る
必
要
が
あ

る
こ
と
か
ら
、
事
業
者
主

導
の
「
先
進
的
Ｃ
Ｃ
Ｓ
事

業
」
と
し
て
、
本
年
６
月

に
７
案
件
を
採
択
し
、
集

中
的
に
支
援
し
て
い
く

こ
と
に
し
ま
し
た
。

選
定
し
た
７
案
件
は
、

発
電
、石
油
精
製
、鉄
鋼
、

化
学
、
紙
・
パ
ル
プ
、
セ

メ
ン
ト
等
の
事
業
分
野

が
幅
広
く
参
画
し
、
産
業

が
集
積
す
る
北
海
道
、
関

東
、
中
部
、
近
畿
、
瀬
戸

内
、
九
州
な
ど
の
地
域
の

Ｃ
Ｏ
２
の
排
出
に
対
応

「
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
」取
り
ま
と
め

課
題
は
技
術
開
発
・
社
会
実
装
、

産
業
間
連
携
、
環
境
価
値
評
価
・
国
際
展
開
な
ど

広
島
県
大
崎
上
島
に「
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
実
証
研
究
拠
点
」

産
学
官
一
体
で
担
い
手
の
創
出
・
育
成
を

「
Ｃ
Ｃ
Ｓ
な
く
し
て
カ
ー
ボ
ン
ニュ
ー
ト
ラ
ル
な
し
」

国
家
的
課
題
と
し
て
戦
略
的
か
つ
計
画
的
に
取
り
組
む

２
０
３
０
年
ま
で
の
事
業
化
へ「
Ｃ
Ｃ
Ｓ
長
期
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
」策
定

「
先
進
的
Ｃ
Ｃ
Ｓ
事
業
」と
し
て
７
案
件
を
採
択

「東京GXウィーク」開催
9月 25日～ 10月 5日

経
済
産
業
省
は
本
年

秋
、
東
京
G
X
ウ
ィ
ー

ク
」
を
一
体
的
に
開
催
す

る
。か

つ
て
な
い
エ
ネ
ル

ギ
ー
危
機
の
中
、「
エ
ネ

ル
ギ
ー
安
全
保
障
」、「
気

候
変
動
問
題
へ
の
対
策
」

の
両
立
を
図
る
と
共
に
、

「
経
済
成
長
」
も
進
め
る

3
つ
の
実
現
が
求
め
ら

れ
て
い
る
。
こ
れ
ら
を
実

現
す
る
た
め
に
は
、
各
国

が
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
や
、

政
策
や
仕
組
み
づ
く
り

等
の
G
X
を
推
進
す
る

取
組
を
行
い
、
そ
れ
ぞ
れ

の
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
情
等

に
応
じ
た
多
様
な
道
筋

の
下
で
、
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
と

い
う
共
通
の
ゴ
ー
ル
を

目
指
す
こ
と
が
重
要
で

あ
る
。

そ
の
た
め
経
済
産
業

省
は
、
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル

ギ
ー
中
心
の
経
済
・
社

会
、
産
業
構
造
へ
転
換

し
、
脱
炭
素
と
経
済
の
成

長
・
発
展
に
つ
な
げ
る
G

X
（
グ
リ
ー
ン
ト
ラ
ン
ス

フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
）
の

実
現
に
向
け
、
昨
年
に
続

き
「
東
京
G
X
ウ
ィ
ー

ク
」
を
開
催
す
る
。

（1）東京GXウィークプレナリーセッション（9月 25日）
（2）第 3回アジアグリーン成長パートナーシップ閣僚会合（9月 25日）
（3）第 6回水素閣僚会議（9月 25日）
（4）第 3回アジアCCUSネットワークフォーラム（9月 27日）
（5）第 5回カーボンリサイクル産学官国際会議（9月 27日）
（6）第 3回燃料アンモニア国際会議（9月 29日）
（7）GGX× TCFDサミット（10月 2日）
（8）第 10回 ICEF（10月 4日・5日）
（9）第 5回 RD20（リーダーズ・セッション）（10月 5日）
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（3）　　　　　２０２３年（令和５年）９月５日 ［カーボンニュートラルへの挑戦］経　産　新　報

ま
す
産
学
官
連
携
が
重
要

と
な
り
ま
す
の
で
、２
０
５

０
年
カ
ー
ボ
ン
ニュ
ー
ト
ラ
ル

に
向
け
た
叡
智
を
結
集
す

べ
く
Ｃ
Ｃ
Ｓ
を
含
め
た

カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
に
か

か
る
学
術
機
関
や
地
方
自

治
体
と
の
連
携
を
強
化
し

て
ま
い
り
た
い
と
思
い
ま

す
。ま

た
、
研
究
の
成
果
を

国
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
な
ど
次

の
ス
テ
ッ
プ
に
つ
な
げ
る
こ

た
。
伐
採
し
た
木
は
集
成

材
な
ど
の
建
築
資
材
、
家

具
・
工
芸
品
、
あ
る
い
は
バ

イ
オ
燃
料
と
し
て
活
用
さ

れ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
ま

す
。

―
―
最
後
に
、
産
学
官
連

携
や
国
際
連
携
に
つ
い

て
は
ど
う
考
え
ま
す
か
。

Ｃ
Ｒ
Ｆ
は
民
間
企
業

主
体
で
、
会
員
企
業
等
の

寄
付
金
に
よ
っ
て
活
動
し
て

い
る
団
体
で
す
。今
後
ま
す

ど
の
課
題
に
つ
い
て
、
情
報

交
換
や
検
討
を
開
始
し
ま

し
た
。
検
討
の
成
果
が
政

策
に
反
映
さ
れ
る
よ
う
、

行
政
と
も
密
に
連
携
し
な

が
ら
進
め
て
ま
い
り
た
い
と

考
え
て
お
り
ま
す
。

ま
た
、木
材
の
活
用
に
よ

る
Ｃ
Ｏ
２
固
定
を
身
近
に

感
じ
て
も
ら
う
機
会
と
し

て
、
早
生
桐
の
植
林
イ
ベ
ン

ト
を
本
年
６
月
に
埼
玉
県

東
松
山
市
で
開
催
し
ま
し

せ
下
さ
い
。

２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン

ニュ
ー
ト
ラ
ル
達
成
に
向
け

て
は
、Ｃ
Ｏ
２
の
分
離
回
収

か
ら
輸
送
、利
用
・
貯
留
を

行
う
Ｃ
Ｏ
２
バ
リ
ュ
ー
チ

ェ
ー
ン
の
構
築
が
必
要
で

す
。
２
０
２
２
年
度
か
ら

地
域
の
特
色
を
活
か
し
た

カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
の
モ
デ

ル
事
業
化
を
「
社
会
実
装

ワ
ー
キ
ン
グ
」
と
し
て
ス
タ
ー

ト
し
ま
し
た
。

２
０
２
２
年
度
は
、
広

島
県
の
竹
原
市
を
中
心
と

し
て
、広
島
県
・
竹
原
市
、

地
場
企
業
や
Ｃ
Ｒ
Ｆ
会

員
企
業
が
議
論
す
る
場
を

設
け
、
事
業
化
に
向
け
た

支
援
を
継
続
し
て
お
り
ま

す
。
ま
た
、
こ
の
よ
う
な
取

組
を
他
の
地
域
に
も
広
げ

る
べ
く
、
準
備
を
進
め
て
お

り
ま
す
。

カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
へ
の

取
組
は
自
治
体
の
ご
協
力

が
極
め
て
重
要
で
す
。
今

後
も
Ｃ
Ｒ
Ｆ
と
し
て
自
治

体
と
の
連
携
を
図
り
な
が

ら
地
方
創
生
に
貢
献
し
て

ま
い
り
た
い
と
存
じ
ま
す
。

―
―
今
年
度
よ
り
新
た

に
開
始
し
た
植
林
活
動

に
つ
い
て
お
聞
か
せ
下

さ
い
。

２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン

ニュ
ー
ト
ラ
ル
達
成
に
向
け

て
は
、
徹
底
し
た
排
出
削

減
し
た
後
に
も
残
る
Ｃ
Ｏ

２
を
オ
フ
セッ
ト
す
る
手
段

と
し
て
、
グ
リ
ー
ン
カ
ー
ボ
ン

や
ブ
ル
ー
カ
ー
ボ
ン
な
ど
の

Ｃ
Ｏ
２
吸
収
源
が
重
要
に

な
り
ま
す
。
Ｃ
Ｒ
Ｆ
は
企

業
に
よ
る
Ｃ
Ｏ
２
吸
収
源

拡
大
に
向
け
た
取
組
の
推

進
を
支
援
し
て
ま
い
り
た
い

と
思
い
ま
す
。

本
年
度
よ
り
、
新
た
に

植
林
フ
ァ
ン
ド
を
立
ち
上

げ
、Ｃ
Ｒ
Ｆ
内
に「
Ｃ
Ｏ
２

吸
収
源
検
討
会
」
を
設
置

し
、Ｃ
Ｏ
２
吸
収
・
固
定
の

評
価
、資
源
分
配
ル
ー
ル
や

ク
レ
ジッ
ト
の
あ
る
べ
き
姿
な

カーボンリサイクルで地方創生に貢献
～植林ファンドを立上げ、CO2吸収源とカーボンクレジットに係る取組を加速～

は
１
�
０
０
０
万
円
程

度
）。
２
０
２
０
年
度
か

ら
毎
年
実
施
し
、
延
べ
５６

件
を
採
択
し
、
国
プ
ロ
ジェ

ク
ト
や
民
間
企
業
と
の
共

同
研
究
に
繋
が
っ
て
い
ま

す
。

―
―
Ｃ
Ｒ
Ｆ
の
地
方
に

お
け
る
取
組
を
お
聞
か

Ｏ
２
リ
サ
イ
ク
ル
が
期
待
で

き
る
分
野
、Ｃ
Ｃ
Ｓ
・
Ｄ
Ａ

Ｃ
Ｃ
Ｓ
・
Ｂ
Ｅ
Ｃ
Ｃ
Ｓ
等

Ｃ
Ｏ
２
の
分
離
回
収
、
水

素
関
連
、
ジ
オ
サ
イ
エ
ン
ス

な
ど
の
幅
広
い
分
野
で
、
研

究
グ
ラ
ン
ト
の
公
募
を
毎

年
５
月
に
行
っ
て
い
ま
す

（
１
件
あ
た
り
の
助
成
額

２
」
と「
科
学
技
術
の
力
で

固
定
化
・
資
源
化
さ
せ
る

Ｃ
Ｏ
２
」
を
バ
ラ
ン
ス
さ
せ

て
、
実
質
の
排
出
量
を
差

し
引
き
ゼ
ロ
に
す
る
こ
と
で

す
。

―
―
次
世
代
を
担
う
人

材
育
成
も
大
事
で
す
ね
。

２
０
５
０
年
に
社
会

の
中
心
と
な
っ
て
い
る
の
は
、

今

代
〜

代
の
若
者
た

１０

２０

ち
で
す
。
カ
ー
ボ
ン
ニュ
ー
ト

ラ
ル
へ
の
取
組
に
向
け
た
考

え
方
や
起
業
家
マ
イ
ン
ド
の

醸
成
が
必
要
で
あ
る
こ
と

は
言
う
ま
で
も
あ
り
ま
せ

ん
。
若
手
人
材
に
ス
タ
ー
ト

ア
ッ
プ
マ
イ
ン
ド
を
醸
成
す

る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
毎

年
秋
に
若
手
社
員
を
対

象
と
し
た
「
カ
ー
ボ
ン
リ
サ

イ
ク
ル
大
学
」
を
開
催
し
て

い
ま
す
。

Ｃ
Ｒ
Ｆ
会
員

名
程

２０

度
に
ご
参
加
頂
き
、
ス
タ
ー

ト
ア
ッ
プ
成
功
者
と
の
交
流

や
課
題
設
定
に
よ
る
チ
ー

ム
に
よ
る
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ

ン
な
ど
を
行
っ
て
い
ま
す
。

―
―
Ｃ
Ｒ
Ｆ
の
研
究
助

成
活
動
に
つ
い
て
お
聞

か
せ
下
さ
い
。

Ｃ
Ｒ
Ｆ
研
究
助
成
活

動
は
、
企
業
や
大
学
等
に

埋
も
れ
て
い
た
ア
イ
デ
ア
や

人
の
発
掘
、
カ
ー
ボ
ン
リ
サ

イ
ク
ル
や
気
候
変
動
対
策

に
係
る
独
創
性
や
革
新
性

に
優
れ
た
基
礎
的
な
研
究

を
支
援
し
、
次
の
ス
テ
ッ
プ

で
あ
る
実
証
試
験
や
社
会

実
装
に
向
け
た
サ
ポ
ー
ト

を
行
っ
て
い
ま
す
。

具
体
的
に
は
、化
学
品
・

燃
料
・
鉱
物
化
な
ど
の
Ｃ

て
、
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
の

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
支
援

や
地
方
創
生
に
貢
献
す
る

こ
と
な
ど
を
趣
旨
と
し
て
い

ま
す
。

c
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
宣
言

後
の
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ

ク
ル
政
策
に
つ
い
て
は
。

２
０
２
０
年

月
、菅

１０

総
理
が
所
信
表
明
演
説
に

て
、
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ

ン
ニュ
ー
ト
ラ
ル
を
目
指
す
こ

と
を
宣
言
し
、
カ
ー
ボ
ン
リ

サ
イ
ク
ル
を
は
じ
め
と
し
た

革
新
的
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が

鍵
で
あ
る
と
述
べ
ら
れ
ま
し

た
。同

年

月
に
は
「
２
０

１２

５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニュ
ー
ト

ラ
ル
に
伴
う
グ
リ
ー
ン
成
長

戦
略
」
が
策
定
さ
れ
、
今

後
、
産
業
と
し
て
成
長
が

期
待
さ
れ
、
か
つ
、
Ｃ
Ｏ
２

の
排
出
を
削
減
す
る
観
点

か
ら
も
取
組
が
不
可
欠
と

考
え
ら
れ
る
分
野
と
し
て
、

カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
産
業

を
含
む

の
重
要
分
野
が

１４

設
定
さ
れ
、
グ
リ
ー
ン
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
基
金
を
も
と
に

各
々
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
推

進
さ
れ
て
い
ま
す
。

―
―
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
の
達
成
に
向
け

た
、
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク

ル
の
意
義
に
つ
い
て
お

聞
か
せ
下
さ
い
。

Ｃ
Ｏ
２
を
含
む
炭
素
化

合
物
の
多
く
は
自
然
界
由

来
で
あ
り
、
カ
ー
ボ
ン
、
す

な
わ
ち
炭
素
は
、
生
命
の

維
持
に
必
須
な
基
本
物
質

で
す
。

例
え
ば
、
植
物
は
Ｃ
Ｏ

２
を
原
料
に
炭
素
化
合
物

を
合
成
し
て
自
然
に
供
す

る
役
割
を
担
い
、
ま
た
、
私

た
ち
人
を
含
め
た
生
物
の

体
は
炭
素
を
骨
格
に
し
た

物
質
で
成
り
立
ち
、
地
球

全
体
で
の
炭
素
循
環
の
一

部
と
な
っ
て
い
ま
す
。

地
球
温
暖
化
問
題
の

本
質
は
、
人
類
が
産
業
革

命
以
降
あ
ま
り
に
も
速
い

ス
ピ
ー
ド
で
化
石
燃
料
を

利
用
・
燃
焼
さ
せ
て
き
た
こ

と
に
よ
っ
て
自
然
の
バ
ラ
ン
ス

を
超
え
て
大
気
中
の
Ｃ
Ｏ

２
が
増
え
て
し
ま
っ
た
た
め

で
あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

徹
底
し
た
排
出
削
減
を

し
て
も
、
２
０
５
０
年
に

Ｃ
Ｏ
２
は
排
出
ゼ
ロ
に
は
な

り
ま
せ
ん
。
カ
ー
ボ
ン
ニュ
ー

ト
ラ
ル
、
す
な
わ
ち
、
Ｃ
Ｏ

２
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト

は
、「
徹
底
し
た
排
出
削
減

後
、
ど
う
工
夫
し
て
も
排

出
す
る
こ
と
に
な
る
Ｃ
Ｏ

社
会
実
現
を
目
指
し
、
１

８
０
以
上
の
企
業
・
個

人
・
学
術
機
関
・
地
方
自

治
体
が
加
入
す
る
業
界
横

断
組
織
で
す
。
寄
付
金
を

原
資
と
し
て
広
報
活
動
や

研
究
助
成
活
動
を
通
し

て
、
２
０
５
０
年
に
向
け

カ
ー
ボ
ン
ニュ
ー
ト
ラ
ル
を
目

指
す
べ
き
と
考
え
て
い
ま

す
。こ
れ
に
よ
り
、
地
球
温

暖
化
へ
の
対
応
と
エ
ネ
ル

ギ
ー
ア
ク
セ
ス
の
改
善
の
両

立
が
可
能
と
な
り
、
中
長

期
に
わ
た
る
日
本
及
び
世

界
の
持
続
的
発
展
に
つ
な

げ
て
い
く
方
向
性
が
示
せ

る
と
思
っ
て
い
ま
す
。

Ｃ
Ｒ
Ｆ
は
、
循
環
炭
素

―
―
一
般
社
団
法
人

カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル

フ
ァ
ン
ド
（
Ｃ
Ｒ
Ｆ
）
の

設
立
趣
旨
に
つ
い
て
お

聞
か
せ
下
さ
い
。

Ｃ
Ｏ
２
を
悪
者
扱
い
す

る
の
で
は
な
く
、
炭
素
の
循

環
、
す
な
わ
ち
、
カ
ー
ボ
ン

リ
サ
イ
ク
ル
と
い
う
考
え
方

に
立
脚
し
た
「
循
環
炭
素

社
会
」
の
構
築
を
通
じ
て

２
０
１
９
年
８
月
、
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
フ
ァ
ン
ド
（
Ｃ
Ｒ
Ｆ
）
が
設

立
さ
れ
た
。
Ｃ
Ｒ
Ｆ
は
循
環
炭
素
社
会
実
現
を
目
指
し
、
約
2
3
0
の
企
業
・

個
人
・
学
術
機
関
・
地
方
自
治
体
が
加
入
す
る
業
界
横
断
組
織
で
あ
る
。
寄

付
金
を
原
資
と
し
た
広
報
活
動
や
研
究
助
成
活
動
等
を
通
し
て
、
カ
ー
ボ
ン

リ
サ
イ
ク
ル
に
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
支
援
を
行
う
こ
と
を
趣
旨
と
し
て
い

る
。
Ｃ
Ｒ
Ｆ
を
訪
ね
、
橋
口
専
務
理
事
に
話
を
伺
っ
た
。

（
聞
き
手
/
本
紙
代
表
・
高
橋
常
郎
）

一般社団法人
カーボンリサイクルファンド

（ＣＲＦ）
専務理事

橋口　昌道氏

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
達
成
の

キ
ー
ワ
ー
ド
は
「
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
」

業
界
横
断
、
産
学
官
連
携
で
社
会
実
装
を
加
速

２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
け
た
提
言

と
、あ
る
い
は
、ビ
ジ
ネ
ス
化

す
る
こ
と
の
支
援
に
力
を

入
れ
た
い
と
存
じ
ま
す
。

ま
た
、
カ
ー
ボ
ン
ニュ
ー
ト

ラ
ル
は
一
国
で
目
指
す
も

の
で
は
な
く
、
地
球
全
体
で

目
指
す
も
の
で
す
。政
府
・

科
学
者
・
イ
ノ
ベ
ー
タ
ー
な

ど
の
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
が

持
続
的
可
能
な
開
発
の
実

施
を
め
ぐ
る
Ｓ
Ｔ
Ｉ
（
科

学
技
術
イ
ノ
ベ
ー
ション
）協

力
に
つ
い
て
議
論
す
る
場
で

あ
る
国
連
Ｓ
Ｔ
Ｉ
フ
ォ
ー

ラ
ム
が
毎
年
開
催
さ
れ
て
い

ま
す
。

２
０
２
３
年
度
は
５

月
４
日
に
開
催
さ
れ
、
当

時
の
Ｃ
Ｒ
Ｆ
会
長
で
あ
る

福
田
信
夫
氏
（
現：

三
菱

ケ
ミ
カ
ル
グ
ル
ー
プ
株
式
会

社
取
締
役
）
が
ビ
デ
オ
登

壇
し
、
地
球
が
本
来
持
っ
て

い
る
機
能
を
活
か
す
サ
ス
テ

ナ
ブ
ル
・
カ
ー
ボ
ン
・
シ
ス
テ

ム
を
構
築
す
る
こ
と
の
意

義
を
全
世
界
に
向
け
て
発

信
い
た
し
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
９
月
に
は

「
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
国

際
会
議
」
も
予
定
さ
れ
て

お
り
、
国
際
連
携
に
向
け

て
大
き
な
後
押
し
に
な
っ
て

く
れ
る
と
思
い
ま
す
。

Ｃ
Ｒ
Ｆ
は
、
今
後
も
会

員
企
業
に
寄
り
添
っ
て
、
ま

た
、
一
体
と
な
っ
て
活
動
を

展
開
し
て
ま
い
り
ま
す
。
少

し
で
も
ご
興
味
を
持
っ
て
頂

け
ま
し
た
ら
い
つ
で
も
、
お

声
を
か
け
て
頂
け
れ
ば
幸

い
で
す
。

―
―
有
難
う
ご
ざ
い
ま

し
た
。

CRF会員一覧
　　126法人、26個人、13自治体、19学術　(2023 年 8月 25日時点 )

＜化学＞
旭化成株式会社
ＡＧＣ株式会社
キャポットジャパン株式会社
ＪＳＲ株式会社
ＤＩＣ株式会社
デンカ株式会社
東レ株式会社
戸田工業株式会社
BASFジャパン株式会社
丸善工業株式会社
三井化学株式会社
三菱ガス化学株式会社
三菱ケミカル株式会社
ライオン株式会社
＜電力＞
電源開発株式会社
東京電力ホールディングス�
中国電力株式会社
＜精密・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ＞
ウシオ電機株式会社
Orbray 株式会社
株式会社島津製作所
古河電気工業株式会社
＜エネルギー＞
出光興産株式会社
伊藤忠エネクス株式会社
�ＩＮＰＥＸ
ENEOSホールディングス�
大阪ガス株式会社
山陰酸素工業株式会社
株式会社GWソーラー
石油資源開発株式会社
東京エコサービス株式会社
東京ガス株式会社
東芝エネルギーシステムズ�
日本コークス工業株式会社
株式会社日立製作所
＜ＣＯ2利用 ･再
エネ・リサイクル＞
株式会社環境システムズ
�ＣＯ 2資源化研究所

地熱技術開発株式会社
株式会社ユーグレナ
株式会社レブセル
＜鉄・非鉄金属
セメント＞
會澤高圧コンクリート株式会社
神島化学工業株式会社
株式会社神戸製鋼所
住友大阪セメント株式会社
日本製鉄株式会社
太平洋セメント株式会社
三井金属鉱業株式会社
UBE三菱セメント株式会社
＜商社＞
伊藤忠商事株式会社
ＪＦＥ商事株式会社
住友商事株式会社
西華産業株式会社
双日株式会社
東京産業株式会社
東京貿易ホールディングス�
豊田通商株式会社
丸紅株式会社
三井物産株式会社
三菱商事株式会社
＜重工業＞
株式会社ＩＨＩ　
川崎重工業株式会社
住友重機械工業株式会社
三菱重工業株式会社
＜エンジニアリング＞
アルヴォス株式会社
株式会社荏原製作所
株式会社クボタ
JFEエンジニアリング株式会社
千代田化工建設株式会社
東洋エンジニアリング株式会社
日揮ホールディングス株式会社
日鉄エンジニアリング株式会社
日本ガイシ株式会社
�日立パワーソリューションズ
株式会社フソウ

横河電機株式会社
＜印刷 ･映像 ･翻訳＞
大日本印刷株式会社
凸版印刷株式会社
株式会社サン・フレア
＜自動車 ･自動車部品＞
愛三工業株式会社
豊田合成株式会社
日産自動車株式会社
日本特殊陶業株式会社
＜航空・交通・輸送＞
瀬野汽船株式会社
株式会社ジャムコ
＜土木・建設・不動産＞
株式会社 FKGコーポレーション
株式会社大林組
大森建設株式会社
鹿島建設株式会社
株式会社熊谷組
清水建設株式会社
新日本空調株式会社
大成建設株式会社
太平電業株式会社
株式会社竹中工務店
東亜建設工業株式会社
Dome Gold Mines Ltd.
�日立プラントサービス
ヒューリック株式会社
�福祉開発研究所
�フューチャーエステート
�ベルテクスコーポレーション
株式会社豊正
三井不動産株式会社
若築建設株式会社
＜金融関連＞
�大和証券グループ本社
東京海上日動火災保険（株）
日本生命保険相互株式会社
富国生命保険相互株式会社
�みずほフィナンシャルグループ
�三井住友銀行
三井トラスト・パナソニック

　　ファイナンス株式会社
�三菱ＵＦＪ銀行
＜食品＞
アサヒクオリティ アンド
  イノベーションズ株式会社
＜ＩＴ・分析・評価＞
� KDDI 総合研究所
�電通国際情報サービス
富士通株式会社
ボストン・コンサルティング・

グループ合同会社
みずほリサーチ＆
テクノロジーズ株式会社

株式会社三菱総合研究所
�小売・消費財�
株式会社 TBM
＜その他関連団体等＞
住石貿易株式会社
（一財）カーボンフロンティア機構
JX 金属戦略技研株式会社
（一財）電力中央研究所
（公財）名古屋産業科学研究所
（一財）日本エネルギー経済研究所
（一社）コンビナート連携推進機構

＜個人会員（5名以下
　　　の組織の代表）＞
   会員数　26 名

＜自治体会員＞
北海道、秋田県、
山形県、香川県、
広島県、山口県、
北海道苫小牧市、
山形県酒田市、
群馬県安中市、
広島県大崎上島町、
広島県竹原市、
山口県周南市、
長崎県西海市

＜学術会員＞
学校法人東京理科大学
国立大学法人長崎大学
衛星地球観測コンソーシアム
個人入会　16 名
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大
学
・
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
等
の
基
礎
的
研
究
を
支
援

本
年
度
は

件
の
応
募
か
ら

件
を
採
択

87

16

過
去
の
成
果
が
G
I
基
金
等
の
国
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
採
択



 ２０２３年（令和５年）９月５日　　　　　（4）経　産　新　報

「東京GXウィーク」開催　9月 25日～ 10月 5日
（4）第 3回アジアCCUSネットワークフォーラ
ム（9月 27 日）
場所：ヒルトン広島（広島）
概要：大規模なCO2貯留ポテンシャルが期
待されるアジア全域での二酸化炭素回収・
有効利用・貯留（CCUS）活用に向けた知
見の共有や事業環境整備について、各国
の産学官で意見交換を行います。第3回目
の開催となる今回は、ASEAN諸国で
CCS/CCUの事業化に向けて、現在のCCS
技術の開発状況を基にした、CCS パイロット
プロジェクトの開始について議論する予定。
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（3）第 6回水素閣僚会議（9月 25 日）
場所：ホテルニューオータニ
概要：水素分野の需要と供給の拡大に向
けた国際協力を推進するために水素政策
に特化した会議を開催し、東京宣言、グ
ローバルアクションアジェンダのフォロー
アップ等を実施しつつ、水素の利活用に
ついて、各国が協調して取り組むべき課
題について議論を行う予定。
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（2）第 3回アジアグリーン成長パートナーシ
ップ閣僚会合（9月 25 日）
場所：ホテルニューオータニ
概要：アジア等新興国において経済成長と
カーボンニュートラルを同時実現するために
は、各国の事情を考慮し、あらゆるエネル
ギー源・技術を活用した、多様かつ現実的
なエネルギートランジションが必要です。エネ
ルギー安全保障の観点も踏まえ、こうした考
え方について、アジア・中東各国と議論を行
い、国際社会にも発信していく予定。
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（1）東京 GXウィークプレナリーセッ
ション（9月 25 日）
場所：ホテルニューオータニ
概要：G7日本開催を踏まえ、①エネル
ギー安全保障、②脱炭素、③経済成長、
の 3つの実現を目指し、それを可能にす
るイノベーションの在り方等に関して、
我が国の取組や姿勢を全世界へ発信し
ていく予定。
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（8）第 10 回 ICEF（10 月 4 日・5日）
場所：ホテルニューオータニ
概要：第 10 回記念を迎える本年は、世
界が様々な困難に直面しつつも、カー
ボンニュートラル達成へと進んでいく
ために必要なイノベーションに焦点を
当て、グローバルストックテイクや水・
食料との関係等を含む多様な議論を行
い、同時に我が国企業等の取組・成果
も発信していく予定。
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（7）GGX×TCFD サミット（10 月 2 日）
場所：キャピトルホテル東急
概要：トランジション・ファイナンス、
削減貢献量、産業の脱炭素化等に関す
る更なる議論の発展に向け、官・民・
金の相互連携を推進し、各枠組みで排
出削減と経済成長を両立するための国
際的なルールメイクをリードする議論
を実施する予定。
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（6）第 3回燃料アンモニア国際会議
（9月 29 日）
場所：一橋大学・一橋講堂
概要：安定的かつ低廉で柔軟性のあるア
ンモニアサプライチェーン・市場構築に
向けて、G7等の国際場裡における着実な
認知向上を振り返りつつ、官民の戦略や
取組、課題を共有するとともに、参加者間
で意見交換・議論を行う予定。
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（5）第 5回カーボンリサイクル産学官国際
会議（9月 27 日）
場所：ヒルトン広島（広島）
概要：カーボンニュートラル実現のキーテクノ
ロジーであるカーボンリサイクルについて、各
国が将来的な社会実装に向けた技術開
発・実証に取り組むことを確認するとともに、
各国間の協力関係を強化すべく議論を実
施します。本年6月のカーボンリサイクルロー
ドマップの公表を受け、カーボンリサイクルの
カーボンニュートラルに果たす役割や、産業
間・地域間・国際連携のあり方等について
意見交換を行い、初めての地方開催で地
域の取組を発信していく予定。
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担当

「東京GXウィーク」について

◎資源エネルギー庁　長官官房国際課

担当者：大倉、斧、町田

電話：03-3501-1511（内線 4491）

◎産業技術環境局　環境政策課

担当者：和仁、村上、竹安

電話：03-3501-1511（内線 3521）
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（9）第 5回 RD20（リーダーズ・セッション）
（10 月 5 日）
場所：ホテルハマツ（福島県郡山市）
概要：産業技術総合研究所福島再生可能
エネルギー研究所（FREA）が立地する郡
山市において開催し、クリーンエネルギー分
野の世界最先端の技術開発を行うG20の
研究機関のリーダーが脱炭素化に向けたイ
ノベーション創出の更なる国際連携を議論
し、具体的な国際共同研究のあり方を発信
していく予定。
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ベ
ン
チ
ャ
ー：

エ
レ

フ
ァ
ン
テ
ッ
ク
株
式
会

社
支
援
大
学：

東
京
大

学
大
学
院
工
学
系
研
究

科
エ
レ
フ
ァ
ン
テ
ッ
ク

株
式
会
社
は
、
世
界
中
の

電
子
回
路
を
置
き
換
え

る
可
能
性
の
あ
る
、
ま
っ

た
く
新
し
い
持
続
可
能

な
電
子
回
路
の
製
造
方

法
を
提
供
し
て
い
る
東

京
大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
。

独
自
の
製
造
方
法
の

ピ
ュ
ア
ア
デ
ィ
テ
ィ
ブ

Ｒ
法
は
、
金
属
を
ナ
ノ
化

し
て
イ
ン
ク
状
態
に
し
、

イ
ン
ク
ジ
ェ
ッ
ト
で
基

材
に
印
刷
し
た
後
に
、
無

電
解
銅
め
っ
き
で
金
属

を
成
長
さ
せ
て
電
子
回

路
を
形
成
す
る
工
法
で
、

プ
リ
ン
ト
基
板
の
製
造

方
法
に
お
い
て
純
粋
に

形
成
し
た
い
部
分
に
だ

け
選
択
的
に
物
質
を
積

層
し
て
い
く
た
め
、
Ｇ
Ｈ

Ｇ
排
出
量
の
削
減
で
は

既
存
製
法
対
比
で

％
７５

の
削
減
に
成
功
し
、
水
消

費
量
に
至
っ
て
は

％
９５

の
消
費
量
削
減
に
成
功

し
た
。

同
社
は
、
既
に
量
産
体

制
を
実
現
し
て
社
会
実

装
を
着
実
に
進
め
て
い

る
と
と
も
に
、
環
境
負
荷

の
少
な
い
同
社
の
技
術

は
社
会
的
な
問
題
に
対

し
て
持
続
可
能
な
解
決

策
を
提
供
で
き
る
可
能

性
を
秘
め
て
お
り
、
今
後

の
更
な
る
成
長
と
活
躍

が
期
待
さ
れ
る
。

ぅ
た
。
外
部
有
識
者
か
ら

な
る
「
大
学
発
ベ
ン
チ

ャ
ー
表
彰
２
０
２
３
」選

考
委
員
会
に
よ
る
応
募

書
類
の
審
査
及
び
面
接

審
査
を
経
て
、
大
学
発
ベ

ン
チ
ャ
ー
７
社
と
そ
の

支
援
大
学
・
支
援
企
業
の

受
賞
が
決
定
さ
れ
た
。

受
賞
者
の
詳
細
に
つ

い
て
は
、
経
済
産
業
省

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
「
大
学

発
ベ
ン
チ
ャ
ー
表
彰
２

０
２
３
受
賞
者
」外
部
リ

ン
ク
を
参
照
を
。

ま
た
、「
大
学
見
本
市

２
０
２
３
〜
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
・
ジ
ャ
パ
ン
」
に

て
「
大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー

表
彰
２
０
２
３
」表
彰
式

が
下
記
の
通
り
執
り
行

わ
れ
た
。

「
大
学
見
本
市
２
０
２

３
〜
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・

ジ
ャ
パ
ン
」

日
時：

令
和
５
年
８

月

日
（
木
曜
日
）
午
後

２４
３
時
か
ら
午
後
５
時

会
場：

東
京
ビ
ッ
グ

サ
イ
ト
南
１
ホ
ー
ル

セ
ミ
ナ
ー
会
場
（
東
京
都

江
東
区
有
明
）

経
済
産
業
大
臣
賞

受
賞
者

dem
ic
Startups̃

」
の
経

済
産
業
大
臣
賞
を
「
エ
レ

フ
ァ
ン
テ
ッ
ク
株
式
会

社
」
に
決
定
し
た
と
発
表

し
た
。

「
大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー

表
彰
」
は
、
平
成

年
度

２６

に
開
始
し
た
制
度
で
、
大

学
等
（
国
公
私
立
大
学
、

高
等
専
門
学
校
、
国
公
立

試
験
研
究
機
関
、
国
立
研

究
開
発
法
人
、
公
益
法
人

等
の
非
営
利
法
人
）
の
研

究
開
発
成
果
を
活
用
し

て
起
業
し
た
ベ
ン
チ

ャ
ー
の
う
ち
、
今
後
の
活

躍
が
期
待
さ
れ
る
優
れ

た
大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー

を
表
彰
す
る
と
と
も
に
、

特
に
そ
の
成
長
に
寄
与

し
た
大
学
や
企
業
等
を

表
彰
す
る
。

本
表
彰
は
、
大
学
等
の

研
究
開
発
成
果
を
用
い

た
起
業
及
び
起
業
後
の

挑
戦
的
な
取
組
や
、
大
学

や
企
業
等
か
ら
大
学
発

ベ
ン
チ
ャ
ー
へ
の
支
援

等
を
よ
り
一
層
促
進
す

る
こ
と
を
目
的
と
し
て

る
。本

年
度
の
募
集
は
令

和
５
年
３
月

日
か
ら

２７

５
月

日
の
期
間
で
行

１６

わ
れ
、

件
の
応
募
が
あ

３９

経
済
産
業
省
は
、「
大

学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
表
彰

2023̃Aw
ard
for
Aca

７
月
３
日（
月
曜
日
）、

総
理
大
臣
官
邸
で
「
令
和

５
年
安
全
功
労
者
内
閣

総
理
大
臣
表
彰
」
の
表
彰

式
が
行
わ
れ
た
。
経
済
産

業
省
関
係
か
ら
は
、
火
薬

類
に
関
す
る
保
安
確
保
、

事
故
の
減
少
に
大
き
く

寄
与
す
る
な
ど
、
火
薬
類

保
安
行
政
に
対
し
て
多

大
な
貢
献
を
さ
れ
た
、
新

井
充
氏
（
東
京
大
学
名
誉

教
授
）
が
表
彰
さ
れ
た
。

安
全
功
労
者
内
閣
総

理
大
臣
表
彰
は
、「
国
民

安
全
の
日
」
の
創
設
に
つ

い
て（
昭
和

年
５
月
６

３５

日
閣
議
了
解
）
の
趣
旨
を

踏
ま
え
、
産
業
安
全
、
交

通
安
全
、
火
災
予
防
な

ど
、
国
民
の
安
全
確
保
に

つ
い
て
顕
著
な
功
績
を

あ
げ
た
個
人
や
団
体
を

表
彰
す
る
も
の
で
あ
る
。

経
験
を
通
じ
て
培
わ

れ
る
、「
問
い
を
立
て
る

力
」・「
仮
説
を
立
て
る

力
・
検
証
す
る
力
」
等

（
４
）
政
策
対
応

情
報
処
理
推
進
機
構

（
Ｉ
Ｐ
Ａ
）
に
お
い
て
、

生
成
Ａ
Ｉ
の
登
場
や
進

化
を
踏
ま
え
た
「
デ
ジ
タ

ル
ス
キ
ル
標
準
（
Ｄ
Ｓ

Ｓ
）」
の
改
訂
を
実
施
。

デ
ジ
タ
ル
ス
キ
ル
を

身
に
つ
け
る
た
め
の
教

育
コ
ン
テ
ン
ツ
を
一
元

的
に
提
示
す
る
ポ
ー
タ

ル
サ
イ
ト
「
マ
ナ
ビ
Ｄ

Ｘ
」
に
お
い
て
、
生
成
Ａ

Ｉ
の
利
用
方
法
を
学
べ

る
講
座
を
追
加
掲
載
。

デ
ジ
タ
ル
推
進
人
材

育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
「
マ
ナ

ビ
Ｄ
Ｘ

Ｑ
ｕ
ｅ
ｓ
ｔ
」

で
は
、
受
講
生
が
取
り
組

む
課
題
解
決
に
お
い
て
、

本
年
度
か
ら
生
成
Ａ
Ｉ

を
利
用
。

「
情
報
処
理
技
術
者
試

験
」
の
う
ち
「
Ｉ
Ｔ
パ
ス

ポ
ー
ト
試
験
」
に
つ
い

て
、
出
題
範
囲
の
シ
ラ
バ

ス
に
生
成
Ａ
Ｉ
に
関
連

す
る
内
容
を
追
加
す
る

と
と
も
に
、
サ
ン
プ
ル
問

題
を
公
開
。

の
役
割
が
よ
り
創
造
性

の
高
い
も
の
に
変
わ
り
、

人
間
な
ら
で
は
の
ク
リ

エ
イ
テ
ィ
ブ
な
ス
キ
ル

（
起
業
家
精
神
等
）
や
ビ

ジ
ネ
ス
・
デ
ザ
イ
ン
ス
キ

ル
等
が
重
要

生
成
Ａ
Ｉ
の
利
用
に

よ
り
業
務
が
効
率
化
さ

れ
る
こ
と
で
、
社
会
人
が

業
務
を
通
じ
て
経
験
を

蓄
積
す
る
機
会
の
減
少

を
認
識
す
る
必
要

（
３
）
生
成
Ａ
Ｉ
時
代
の

Ｄ
Ｘ
推
進
に
必
要
な
人

材
・
ス
キ
ル
（
リ
テ
ラ

シ
ー
レ
ベ
ル
）
の
考
え
方

マ
イ
ン
ド
・
ス
タ
ン
ス

（
変
化
を
い
と
わ
ず
学

び
続
け
る
）
や
デ
ジ
タ
ル

リ
テ
ラ
シ
ー
（
倫
理
、
知

識
の
体
系
的
理
解
等
）

言
語
を
使
っ
て
対
話

す
る
以
上
は
必
要
と
な

る
、指
示（
プ
ロ
ン
プ
ト
）

の
習
熟
、
言
語
化
の
能

力
、
対
話
力
（
日
本
語
力

含
む
）
等

Ａ
Ｉ
の
利
用
に
よ
る
Ｄ

Ｘ
推
進
の
後
押
し
を
期

待
、
そ
の
た
め
に
は
経
営

者
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
、

社
内
体
制
整
備
、
社
内
教

育
の
他
、
顧
客
価
値
の
差

別
化
を
図
る
デ
ザ
イ
ン

ス
キ
ル
等
が
必
要

（
２
）
生
成
Ａ
Ｉ
が
デ
ジ

タ
ル
人
材
育
成
や
ス
キ

ル
に
及
ぼ
す
影
響

人
材
育
成
と
技
術
変

化
の
ス
ピ
ー
ド
の
ミ
ス

マ
ッ
チ
に
留
意
し
、
そ
の

時
々
で
環
境
変
化
を
い

と
わ
ず
主
体
的
に
学
び

続
け
る
こ
と
、
そ
の
た
め

の
企
業
内
で
の
環
境
整

備
等
が
必
要

生
成
Ａ
Ｉ
を
適
切
に

使
う
ス
キ
ル
（
プ
ロ
ン
プ

ト
の
習
熟
等
）
と
と
も

に
、
従
来
の
ス
キ
ル
（
戦

略
的
思
考
、
批
判
的
考
察

力
等
）
も
引
き
続
き
重
要

自
動
化
が
進
み
「
作

業
」
が
大
幅
に
削
減
さ

れ
、
専
門
人
材
を
含
む
人

Ｘ
推
進
に
必
要
な
人
材
・

ス
キ
ル
の
考
え
方
」
と
し

て
、
現
時
点
で
採
る
べ
き

対
応
を
「
ア
ジ
ャ
イ
ル
」

に
取
り
ま
と
め
た
。

な
お
、
生
成
Ａ
Ｉ
及
び

そ
の
利
用
技
術
は
絶
え

間
な
く
進
展
し
て
い
る

た
め
、
人
材
・
ス
キ
ル
に

与
え
る
影
響
に
つ
い
て
、

今
後
と
も
議
論
を
続
け

て
い
く
。

「
生
成
Ａ
Ｉ
時
代
の

Ｄ
Ｘ
推
進
に
必
要

な
人
材
・
ス
キ
ル
の

考
え
方
」
に
つ
い
て

（
１
）
生
成
Ａ
Ｉ
が
社
会

に
も
た
ら
す
イ
ン
パ
ク

ト
生
成
Ａ
Ｉ
は
ホ
ワ
イ

ト
カ
ラ
ー
の
業
務
を
中

心
に
、
生
産
性
や
付
加
価

値
の
向
上
等
に
寄
与
し
、

大
き
な
ビ
ジ
ネ
ス
機
会

を
引
き
出
す
可
能
性

企
業
視
点
で
は
、
生
成

経
済
産
業
省
は
８
月

７
日
、
デ
ジ
タ
ル
時
代
の

人
材
政
策
に
関
す
る
検

討
会
で
の
議
論
を
踏
ま

え
、「
生
成
Ａ
Ｉ
時
代
の

Ｄ
Ｘ
推
進
に
必
要
な
人

材
・
ス
キ
ル
の
考
え
方
」

を
取
り
ま
と
め
た
。

生
成
Ａ
Ｉ
の
技
術
は
、

生
産
性
や
付
加
価
値
の

向
上
等
を
通
じ
て
大
き

な
ビ
ジ
ネ
ス
機
会
を
引

き
出
す
と
と
も
に
、
様
々

な
社
会
課
題
の
解
決
に

資
す
る
こ
と
が
期
待
さ

れ
て
い
る
。

生
成
Ａ
Ｉ
の
利
用
を

通
じ
た
更
な
る
Ｄ
Ｘ
の

進
展
に
向
け
て
、
本
年
６

月
か
ら
有
識
者
で
構
成

す
る
「
デ
ジ
タ
ル
時
代
の

人
材
政
策
に
関
す
る
検

討
会
」
に
お
い
て
、
生
成

Ａ
Ｉ
を
適
切
か
つ
積
極

的
に
利
用
す
る
人
材
・
ス

キ
ル
の
在
り
方
に
つ
い

て
集
中
的
に
議
論
し
、

「
生
成
Ａ
Ｉ
時
代
の
Ｄ

関
す
る
優
位
性
・
不
可
欠

性
の
確
保
等
に
向
け
た
諸

施
策
を
講
じ
て
い
る
。

昨
今
、
諸
外
国
に
お
い

て
も
、「
経
済
安
全
保
障
」

の
名
の
下
で
、
現
下
の
地

政
学
的
な
変
化
、
破
壊
的

な
技
術
革
新
に
対
応
す
る

各
種
施
策
を
展
開
し
て
い

る（
た
と
え
ば
、本
年
６
月

に
は
、Ｅ
Ｕ
が「
経
済
安
全

保
障
戦
略
」
を
打
ち
出
し

た
）。

携
や
産
業
界
と
の
対
話
を

重
視
し
な
が
ら
、「
経
済
安

全
保
障
」
を
切
り
口
と
し

た
全
省
的
な
取
組
を
強

化
し
て
い
く
と
し
て
い
る
。

昨
年
５
月
、
我
が
国
は

世
界
に
先
駆
け
、
平
和
と

安
全
、
経
済
的
な
繁
栄
等

の
国
益
を
経
済
上
の
措
置

を
通
じ
て
確
保
す
る
こ
と

を
目
的
と
し
た
経
済
安
全

保
障
法
を
成
立
さ
せ
、
自

律
性
の
向
上
、
技
術
等
に

「
経
済
安
全
保
障
」
を
切

り
口
と
し
た
産
業
政
策

の
検
討
体
制
を
強
化

不
安
定
化
す
る
世
界

情
勢
の
中
で
、各
国
に
お
い

て「
経
済
安
全
保
障
」と
い

う
概
念
が
注
目
さ
れ
、
各

種
施
策
に
活
用
し
よ
う
と

す
る
動
き
が
広
が
っ
て
い

る
。
経
済
産
業
省
と
し
て

も
、有
志
国
・
地
域
と
の
連

と
も
協
力
し
、
昨
年

月
１２

日
に
、
官
民
連
携
の
枠

２０組
み
で
あ
る
「
魅
力
発

見
！
三
陸
・
常
磐
も
の
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
」
を
立
ち
上

げ
た
。

現
在
、
本
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
に
は
、
産
業
界
、
全
国

の
自
治
体
、
政
府
関
係
機

関
等
か
ら
７
月
３
日
時

点
で
１
�０
２
０
者
が
参

加
し
て
お
り
、
各
者
に
お

い
て
、
弁
当
の
購
入
や
、

キ
ッ
チ
ン
カ
ー
、
社
食
等

の
利
用
を
通
じ
た
「
三

陸
・
常
磐
も
の
」
の
消
費

拡
大
を
実
施
し
て
い
る
。

本
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

取
組
の
一
つ
と
し
て
、
本

年
２
月
及
び
３
月
の
第

１
弾
に
続
き
、本
年
７
月

日
（
土
曜
日
）
か
ら
９

１５月

日
（
土
曜
日
）
を

３０
「
三
陸
・
常
磐
ウ
ィ
ー
ク

ス
（
第
２
弾
）」
と
称
し
、

イ
ベ
ン
ト
の
実
施
や
、
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
参
加
企
業

等
に
よ
る
「
三
陸
・
常
磐

も
の
」
の
消
費
拡
大
を
行

う
。具

体
的
に
は
、
①
参
加

民
間
企
業
等
の
社
食
に

お
け
る
「
三
陸
・
常
磐
も

の
」
の
積
極
的
な
導
入
や

お
弁
当
の
購
入
、
②
各
省

庁
に
お
け
る
「
三
陸
・
常

磐
も
の
」
の
お
弁
当
の
購

入
、
③
豊
洲
市
場
に
お
け

る
三
陸
常
磐
海
産
物
を

販
売
す
る
ブ
ー
ス
出
店

や
ト
ー
ク
イ
ベ
ン
ト
等

の
実
施
等
を
通
じ
た
消

費
拡
大
を
行
う
。

経
済
産
業
省
は
、
昨
年

月

日
に
立
ち
上
げ

１２

２０

た
「
魅
力
発
見
！
三
陸
・

常
磐
も
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
」の
取
組
と
し
て
、「
三

陸
・
常
磐
も
の
」
の
消
費

拡
大
期
間
で
あ
る
「
三

陸
・
常
磐
ウ
ィ
ー
ク
ス

（
第
２
弾
）」
を
７
月
１５

日
か
ら
９
月

日
に
か

３０

け
て
実
施
す
る
。

「
魅
力
発
見
！
三
陸
・
常

磐
も
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」

の
概
要

三
陸
・
常
磐
地
域
の
水

産
業
は
、
東
日
本
大
震
災

に
よ
っ
て
深
刻
な
影
響

を
受
け
た
が
、
現
在
も
、

燃
油
価
格
の
高
騰
、
水
産

資
源
の
減
少
や
、
Ａ
Ｌ
Ｐ

Ｓ
処
理
水
の
海
洋
放
出

に
関
す
る
風
評
の
懸
念

等
の
様
々
な
問
題
に
直

面
し
て
い
る
。

引
き
続
き
、
風
評
を
抑

制
及
び
払
拭
す
る
こ
と

に
加
え
、
三
陸
・
常
磐
地

域
の
水
産
業
等
の
本
格

的
な
復
興
や
持
続
的
な

発
展
を
後
押
し
す
る
こ

と
が
必
要
で
あ
る
。

こ
の
た
め
、
経
済
産
業

省
は
、
復
興
庁
・
農
水
省

「
ジ
ャ
パ
ン
・
ヘ
ル
ス

ケ
ア
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ン
テ

ス
ト
（
Ｊ
Ｈ
ｅ
Ｃ
）」
は
、

ヘ
ル
ス
ケ
ア
分
野
に
お

け
る
課
題
解
決
に
挑
戦

し
て
い
る
優
れ
た
個
人
・

団
体
・
企
業
等
の
表
彰
を

通
し
て
社
会
の
認
知
度

を
上
げ
、
大
企
業
及
び
ベ

ン
チ
ャ
ー
キ
ャ
ピ
タ
ル

等
と
の
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ

チ
ン
グ
を
促
進
す
る
こ

と
で
、
そ
れ
ら
の
個
人
や

団
体
、
企
業
等
の
成
長
を

促
す
こ
と
を
目
的
と
し
、

今
年
度
で
９
回
目
の
開

催
と
な
る
。

登
壇
者
及
び
サ
ポ
ー

ト
団
体
、
連
携
イ
ベ
ン
ト

の
募
集
を
開
始
す
る
の

で
、
奮
っ
て
応
募
を
。

◎
ビ
ジ
ネ
ス
コ
ン
テ
ス

ト
部
門

一
次
プ
レ
ゼ
ン
審

査：

２
０
２
３
年

月
１０

日
（
木
曜
日
）

１９
最
終
プ
レ
ゼ
ン
審
査

及
び
表
彰
式：

２
０
２

４
年
１
月

日
（
火
曜

１６

日
）

◎
ア
イ
デ
ア
コ
ン
テ
ス

ト
部
門

最
終
プ
レ
ゼ
ン
審

査：

２
０
２
３
年

月
１０

日
（
金
曜
日
）

２０
表
彰
式：

２
０
２
４

年
１
月

日
（
火
曜
日
）

１６

１
�
開
催
概
要

名
称
：「
ジ
ャ
パ
ン
・
ヘ

ル
ス
ケ
ア
ビ
ジ
ネ
ス
コ

ン
テ
ス
ト
（
Ｊ
Ｈ
ｅ
Ｃ
）

２
０
２
４
」

日
時：

２
０
２
４
年

１
月

日
（
火
曜
日
）

１６
：

か
ら

：

（
予

１３

００

１８

００

定
）場

所：

大
手
町
三
井

ホ
ー
ル
（
東
京
都
千
代
田

区
大
手
町
）

経
済
産
業
省
及
び
日

本
貿
易
振
興
機
構
（
Ｊ
Ｅ

Ｔ
Ｒ
Ｏ
）は
、日
本
企
業
・

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
海

外
で
の
オ
ー
プ
ン
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
を
加
速
す

る
「
日
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
共
創

フ
ァ
ス
ト
ト
ラ
ッ
ク
・
イ

ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
」
と
し

て
、
ベ
ト
ナ
ム
計
画
投
資

省
及
び
国
家
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
と
の

共
催
で
、「
フ
ァ
ス
ト
ト

ラ
ッ
ク
・
ピ
ッ
チ
」を
、ベ

ト
ナ
ム
・
ハ
ノ
イ
に
て
本

年

月
３
日
に
開
催
す

１１
る
。更

に
、
参
加
チ
ャ
レ
ン

ジ
オ
ー
ナ
ー
企
業
か
ら

チ
ャ
レ
ン
ジ
内
容
を
解

説
す
る
ロ
ー
ン
チ
イ
ベ

ン
ト
を
本
年
８
月

日
２９

に
ハ
ノ
イ
に
て
開
催
し

た
。経

済
産
業
省
及
び
Ｊ

Ｅ
Ｔ
Ｒ
Ｏ
で
は
、
本
年
迎

え
る
日
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
友

好
協
力

周
年
を
機
に
、

５０

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
各
国
と
の

新
た
な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
創
出
に
向
け
た
協
力

の
在
り
方
と
し
て
、
各
国

政
府
関
係
機
関
と
の
共

同
で
、
日
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
双

方
の
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ

と
大
企
業
と
の
協
業
に

よ
る
オ
ー
プ
ン
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
を
後

押
し
す
る
施
策
を
「
日
Ａ

Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
共
創
フ
ァ
ス

ト
ト
ラ
ッ
ク
・
イ
ニ
シ
ア

テ
ィ
ブ
」
と
し
て
開
始
し

た
。本

イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ

の
下
、
こ
れ
ま
で
シ
ン
ガ

ポ
ー
ル
（
本
年
４
月
２０

日
）、バ
ン
コ
ク（
本
年
８

月
７
日
）
に
て
、
ピ
ッ
チ

イ
ベ
ン
ト
を
開
催
し
、
ス

タ
ー
ト
ア
ッ
プ
・
大
企

業
・
投
資
家
・
支
援
機
関

等
か
ら
合
計
７
０
０
人

以
上
が
参
加
し
ま
し
た
。

ま
た
、
９
月
１
日
に
は
、

ジ
ャ
カ
ル
タ
に
て
第
３

回
目
の
ピ
ッ
チ
イ
ベ
ン

ト
の
開
催
し
て
い
る
。

今
回
、「
日
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ

Ｎ
共
創
フ
ァ
ス
ト
ト
ラ

ッ
ク
・
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ

ブ
」
の
第
４
弾
と
し
て
、

ベ
ト
ナ
ム
計
画
投
資
省

及
び
国
家
イ
ノ
ベ
ー
シ

ョ
ン
セ
ン
タ
ー
と
の
共

催
で
、「Inno

V
ietnam

-Japan
FastTrack

Pitc
h
2023

」
を

月
３
日
に

１１

ベ
ト
ナ
ム
・
ハ
ノ
イ
で
開

催
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

共
催：

経
済
産
業
省
、

日
本
貿
易
振
興
機
構
、
在

ベ
ト
ナ
ム
日
本
国
大
使

館
、
ベ
ト
ナ
ム
計
画
投
資

省
、
国
家
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
セ
ン
タ
ー

協
力：

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ

事
務
局
等

日
時：

２
０
２
３
年

月
３
日
（
金
曜
日
）
※

１１時
間
調
整
中

会
場：

ハ
ノ
イ
市
内

（
調
整
中
）

形
式：

オ
フ
ラ
イ
ン

お
よ
び
オ
ン
ラ
イ
ン

（
Ｚ
ｏ
ｏ
ｍ
お
よ
び
Ｎ

Ｉ
Ｃ
公
式
Ｆ
ａ
ｃ
ｅ
ｂ

ｏ
ｏ
ｋ
ペ
ー
ジ
で
の
ラ

イ
ブ
配
信
）

言
語：

英
語
（
ベ
ト
ナ

ム
語
同
時
通
訳
あ
り
）

参
加
登
録：

後
日
、
下

記
Ｊ
Ｅ
Ｔ
Ｒ
Ｏ
特
設
ウ

ェ
ブ
サ
イ
ト
に
て
ご
案

内令
和
６
年
度
「
伝
統
的

工
芸
品
月
間
国
民
会
議

全
国
大
会
」
の
開
催
地

が
「
石
川
県
」
に
決
定

８
月

日
、
伝
統
的
工

１０

芸
品
の
普
及
を
推
進
す

る
「
伝
統
的
工
芸
品
月
間

推
進
会
議
」
が
開
催
さ

れ
、
令
和
６
年
度
「
伝
統

的
工
芸
品
月
間
国
民
会

議
全
国
大
会
」
の
開
催
地

に
つ
い
て
審
議
し
た
結

果
、「
石
川
県
」
で
開
催

す
る
こ
と
に
決
定
し
た
。

経
済
産
業
省
で
は
、
伝

統
的
工
芸
品
に
対
す
る

国
民
の
理
解
と
そ
の
一

層
の
普
及
を
目
指
し
て
、

昭
和

年
か
ら
毎
年

５９

１１

月
を
「
伝
統
的
工
芸
品
月

間
」
と
定
め
、
全
国
各
地

に
お
い
て
普
及
お
よ
び

啓
発
に
資
す
る
事
業
を

実
施
し
て
い
る
。

そ
の
中
心
事
業
で
あ

る
「
伝
統
的
工
芸
品
月
間

国
民
会
議
全
国
大
会
」
の

開
催
地
に
つ
い
て
は
、
伝

統
的
工
芸
品
の
普
及
を

推
進
す
る
「
伝
統
的
工
芸

品
月
間
推
進
会
議
」
に
お

い
て
決
定
す
る
こ
と
に

な
っ
て
お
り
、
去
る
８
月

日
に
書
面
に
よ
る
審

１０議
を
実
施
し
た
結
果
、
令

和
６
年
度
「
伝
統
的
工
芸

品
月
間
国
民
会
議
全
国

大
会
」
を
「
石
川
県
」
で

開
催
す
る
こ
と
に
決
定

し
た
。

「
生
成
Ａ
Ｉ
時
代
の
Ｄ
Ｘ
推
進
に
必
要
な

人
材
・
ス
キ
ル
の
考
え
方
」を
取
り
ま
と
め

生
成
Ａ
Ｉ
の
技
術
は
ビ
ジ
ネ
ス
機
会
を

引
き
出
し
様
々
な
社
会
課
題
を
解
決

ベトナム・ハノイで
日本企業・スタートアップのオープンイノベーションを加速する

「ファストトラック・ピッチ」を開催
「日ＡＳＥＡＮ共創ファストトラック・イニシアティブ」（第４弾）

「大学発ベンチャー表彰 2023」受賞者決定
経済産業大臣賞は

「エレファンテック株式会社」

「
ジ
ャ
パ
ン
・
ヘ
ル
ス
ケ
ア
ビ
ジ

ネ
ス
コ
ン
テ
ス
ト
（
Ｊ
Ｈ
ｅ
Ｃ
）

２
０
２
４
」
の
開
催
が
決
定

〜
登
壇
者
及
び
サ
ポ
ー
ト
団

体
、
連
携
イ
ベ
ン
ト
を
募
集
〜

令和５年安全功労者内閣総理大臣表彰

経済産業省関係からは
新井充氏（東京大学名誉教授）が表彰

「三陸・常磐
ウィークス
（第２弾）」
を実施



（5）　　　　　　　２０２3年（令和 5年）9月 5日 経　産　新　報

　累積・年度別導入概況 （新設＋更新）
　　国内のコージェネレーション（CHP）導入状況
　　（累積導入台数 および 累積導入発電容量）                         　　　　　　                      （2023 年 3月末）
　　　　　　　　　　　       　全体　　　   民生用※                   産業用
　　累積導入台数 　　　　　22,156 　　    16,037　   　  6,119
　　累積導入発電容量 (MW)    13,667 　　 　  2,804                     10,863

※民生用には家庭用燃料電池（エネファーム）や家庭用ガスエンジン（エコウィル、コレモ）を含んでいません。

　　年度別 導入状況（導入台数 および 発電容量）（2023 年 3月末）

一
般
財
団
法
人
コ
ー

ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
・
エ

ネ
ル
ギ
ー
高
度
利
用
セ

ン
タ
ー
（
通
称
：
コ
ー
ジ

ェ
ネ
財
団
、
理
事
長
：
柏

木
孝
夫
）
は
８
月

日
、

３１

会
員
企
業
全
社
を
対
象

と
し
た
調
査
を
も
と
に
、

２
０
２
２
年
度
の
コ
ー

ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
導

入
実
績
を
ま
と
め
た
。

２
０
２
２
年
度
の
民

生
用
（
家
庭
用
含
ま
ず
、

以
下
同
じ
）・
産
業
用
の

コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ

ン
の
新
設
（
リ
プ
レ
ー
ス

含
む
、
以
下
同
じ
）
の
導

入
状
況
と
し
て
は
、
設
置

容
量
は

・
２
万
�
、
設

１５

置
台
数
は
４
０
０
台
と

な
っ
た
。

２
０
２
２
年
度
末（
２

０
２
３
年
３
月
末
）で
の

累
積
導
入
状
況
と
し
て

は
、
累
積
設
置
容
量
は
、

１
�３
６
６
・
７
万
ｋ
Ｗ
、

累
積
設
置
台
数
は
、２
２

�
１
５
６
台
と
な
っ
た
。

コージェネレーションの累積設置容量は１�３６６・７万�

２
０
２
２
年
度
の
新
設
は

設
置
容
量
は

・
２
万
�

１５

設
置
台
数
は
４
０
０
台

経
済
産
業
省
は
８
月

日
、
令
和
４
年
度
の
我

１５が
国
の
石
油
・
天
然
ガ
ス

の
自
主
開
発
比
率
を
公

表
し
た
。
令
和
４
年
度
の

自
主
開
発
比
率
は
、
前
年

度
比
�
６
・
７
％
の

・
３３

４
％
と
な
っ
た
。

石
油
・
天
然
ガ
ス
の
自

主
開
発
比
率
は
、
石
油
・

天
然
ガ
ス
の
輸
入
量
及

び
国
内
生
産
量
に
占
め

る
、
我
が
国
企
業
の
権
益

に
関
す
る
引
取
量
及
び

国
内
生
産
量
の
割
合
と

定
義
さ
れ
る
。

石
油
・
天
然
ガ
ス
の
大

宗
を
海
外
か
ら
の
輸
入

に
頼
る
我
が
国
に
と
っ

て
、
安
定
的
な
資
源
・
エ

ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
確
保

は
必
要
不
可
欠
で
あ
る
。

そ
の
た
め
、
第
６
次
エ
ネ

ル
ギ
ー
基
本
計
画
（
令
和

３
年

月
閣
議
決
定
）
に

１０

お
い
て
、
国
産
を
含
む
石

油
・
天
然
ガ
ス
の
自
主
開

発
比
率
を
、２
０
３
０
年

度
に

％
以
上
、２
０
４

５０

０
年
度
に

％
以
上
に

６０

引
き
上
げ
る
こ
と
を
目

指
す
こ
と
と
し
て
い
る
。

令
和
４
年
度
の
石
油
・

天
然
ガ
ス
の
自
主
開
発

比
率
は
、
前
年
度
と
比
べ

６
・
７
％
減
少
し
た
。
こ

れ
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
に
よ
る
経
済
活
動

低
迷
状
況
か
ら
回
復
傾

向
に
あ
り
原
油
輸
入
量

が
増
加
し
た
一
方
で
、
国

際
情
勢
や
エ
ネ
ル
ギ
ー

市
場
の
変
化
に
よ
り
、
我

が
国
企
業
が
権
益
を
持

つ
石
油
・
天
然
ガ
ス
の
引

取
量
が
減
少
し
た
こ
と

に
よ
る
も
の
と
考
え
ら

れ
る
。

平成 21年度以降の我が国の自主開発比率推移
　年度 自主開発石油・天然ガス引取量
    　　　及び国内生産量 自主開発比率 (%)
　　　　 ( 万バレル / 日 )
平成 21  　124.1             　　　  23.1
平成 22  　129.7            　　　   23.5
平成 23  　129.6            　　　   22.6
平成 24 　 129.4             　　　  22.1
平成 25 　 136.4             　　　  23.3
平成 26  　139.1              　　　 24.7
平成 27  　152.9               　　　27.2
平成 28 　 153.3             　　　  27.4
平成 29  　145.2             　　　  26.6
平成 30 　 153.1               　　　29.4
令和元  　174.6            　　　   34.7
令和 2 　 175.3             　　　  40.6
令和 3  　175.3             　　　  40.1
令和 4  　157.8               　　　33.4
※ 天然ガスについては原油換算で算出

我
が
国
の
石
油
・
天
然
ガ
ス
の
自
主
開
発
比
率

令
和
４
年
度
は

・
４
％

３３

前
年
度
比
６
・
７
％
減
少

た
。
な
お
、
本
会
議
に
合

わ
せ
て
Ｉ
Ｅ
Ａ
か
ら「G

lo
balG

as
Security

Revie
w２０２３

」
が
発
出
さ
れ
て

い
る
。

本
会
議
を
通
し
て
、
日

Ｅ
Ｕ
間
で
の
Ｌ
Ｎ
Ｇ
協
力

に
関
す
る
共
同
声
明
を

発
表
し
た
。
こ
れ
ま
で
Ｅ

Ｕ
と
は
、
現
下
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
情
勢
を
受
け
て
、
脱

炭
素
化
を
加
速
す
る
中

で
の
Ｌ
Ｎ
Ｇ
へ
の
期
待
や

求
め
ら
れ
る
国
際
協
調

に
つ
い
て
、
本
会
議
に
向

け
て
精
力
的
な
議
論
を

行
っ
て
き
た
。

こ
の
結
果
、
本
会
議
に

て
、
国
際
機
関
と
の
協
力

も
視
野
に
入
れ
た
Ｌ
Ｎ

Ｇ
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
向
上
の

た
め
の
仕
組
み
や
具
体
的

な
施
策
、
Ｌ
Ｎ
Ｇ
市
場
の

情
報
の
透
明
性
の
向
上
、

メ
タ
ン
対
策
を
柱
に
す
る

協
力
を
進
め
る
こ
と
で
一

致
し
た
。

今
後
、
当
該
共
同
声
明

及
び
７
月

日
に
発
表

１３

さ
れ
た
第

回
日
Ｅ
Ｕ

２９

定
期
首
脳
協
議
共
同
声

明
に
基
づ
き
、
Ｅ
Ｕ
と
も

Ｌ
Ｎ
Ｇ
協
力
を
進
め
て
い

く
。経

済
産
業
省
は
、
引
き

続
き
、
産
消
国
と
民
間
企

業
と
の
対
話
を
通
し
て
、

Ｌ
Ｎ
Ｇ
の
安
定
供
給
と

現
実
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
移

行
の
実
現
に
向
け
た
取
組

を
続
け
て
い
く
と
し
て
い

る
。

べ
、
そ
の
た
め
に
不
測
の

事
態
に
備
え
た
リ
ザ
ー
ブ

を
確
保
し
、
各
国
と
の
新

た
な
協
力
関
係
を
築
く

必
要
が
あ
る
旨
を
述
べ

た
。ま

た
、
日
本
の
取
組
と

し
て
、
戦
略
的
余
剰
Ｌ
Ｎ

Ｇ
（Strategic

B
uffer

L
N
G

）
と
い
う
新
た
な
「
リ

ザ
ー
ブ
」
制
度
、
仕
向
地

条
項
撤
廃
に
向
け
た
世

界
的
な
取
組
、
機
動
的
な

資
金
調
達
が
必
要
な
Ｌ

Ｎ
Ｇ
ト
レ
ー
デ
ィ
ン
グ
事

業
へ
の
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｉ
の
新
た

な
支
援
を
発
表
し
た
。

本
会
議
で
は
、
Ｌ
Ｎ
Ｇ

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
強
化
と

Ｌ
Ｎ
Ｇ
の
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー

ン
の
ク
リ
ー
ン
化
に
向
け

た
課
題
を
整
理
し
た
上
、

解
決
に
向
け
た
政
策
の
ヒ

ン
ト
を
得
る
べ
く
、
日
本

と
Ｉ
Ｅ
Ａ
の
共
催
に
よ
り

開
催
し
て
き
た
ワ
ー
ク
シ

ョ
ッ
プ
と
本
会
議
の
議
論

の
成
果
と
し
て
、
議
長
国

サ
マ
リ
ー
を
と
り
ま
と

め
、
西
村
経
済
産
業
大
臣

か
ら
�LN

G
Strategy

fo
r
the
W
orld

�
を
発
表
し

境
の
未
来
を
救
う
タ
ー
ニ

ン
グ
ポ
イ
ン
ト
と
な
る
こ

と
を
期
待
す
る
、
と
述
べ

た
。ス

ペ
シ
ャ
ル
セ
ッ
シ
ョ
ン

で
は
、
日
本
企
業
の
Ｊ
Ｅ

Ｒ
Ａ
と
、
韓
国
企
業
の
Ｋ

Ｏ
Ｇ
Ａ
Ｓ
、
そ
し
て
Ｊ
Ｏ

Ｇ
Ｍ
Ｅ
Ｃ
が
メ
タ
ン
ガ
ス

削
減
に
向
け
た
官
民
一

体
の
取
組
で
あ
る「C

oalit
ion
for
LN
G
E
m
ission

Abatem
enttow

ard
N
et

-zero(C
LE
A
N

）」
を
発

表
し
た
。

ま
た
、米
国
、韓
国
、豪

州
、
欧
州
委
員
会
（
Ｅ

Ｃ
）、日
本
政
府
は
、Ｌ
Ｎ

Ｇ
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
全
体

の
特
に
メ
タ
ン
ガ
ス
を
中

心
と
す
る
Ｇ
Ｈ
Ｇ
削
減

の
た
め
、「
Ｃ
Ｌ
Ｅ
Ａ
Ｎ
」

の
重
要
性
を
強
調
す
る

共
同
声
明
に
署
名
し
、
メ

タ
ン
ガ
ス
削
減
の
取
り
組

み
を
さ
ら
に
推
進
す
る

方
向
性
を
示
し
た
。

共
同
宣
言
で
は
、
Ｌ
Ｎ

Ｇ
の
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
に

お
け
る
メ
タ
ン
排
出
削
減

の
重
要
性
を
認
識
し
、
Ｌ

Ｎ
Ｇ
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
全

体
か
ら
メ
タ
ン
ガ
ス
を
削

減
す
る
官
民
の
国
際
的

な
協
力
へ
の
支
援
と
、
世

界
全
体
で
Ｌ
Ｎ
Ｇ
生
産

者
・
消
費
者
と
協
働
し
て

い
く
こ
と
へ
の
コ
ミ
ッ
ト
メ

ン
ト
が
示
さ
れ
た
。

経
済
産
業
省
は
、
本
会

議
で
発
表
さ
れ
た
「
Ｃ
Ｌ

Ｅ
Ａ
Ｎ
」
の
取
組
を
最
大

限
サ
ポ
ー
ト
す
る
と
し

た
。閣

僚
会
合
で
は
、
Ｉ
Ｅ

Ａ
加
盟
国
や
産
ガ
ス
国
、

消
費
国
の
リ
ー
ダ
ー
た
ち

が
、ネ
ッ
ト
・
ゼ
ロ
を
達
成

す
る
た
め
の
ク
リ
ー
ン
な

Ｌ
Ｎ
Ｇ
の
活
用
や
エ
ネ
ル

ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
お

け
る
Ｌ
Ｎ
Ｇ
及
び
天
然

ガ
ス
へ
の
期
待
や
、自
国
の

政
策
を
紹
介
し
た
。

西
村
経
済
産
業
大
臣

は
、
２
０
５
０
年
の
カ
ー

ボ
ン
ニュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
け

て
、よ
り
グ
リ
ー
ン
・
ト
ラ

ン
ジ
シ
ョ
ン
を
加
速
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
と
述

本
会
議
で
は
、
Ｌ
Ｎ
Ｇ

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
強
化
と

Ｌ
Ｎ
Ｇ
の
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー

ン
の
ク
リ
ー
ン
化
に
向
け

た
課
題
を
整
理
し
た
上
、

解
決
に
向
け
た
政
策
の
ヒ

ン
ト
を
得
る
べ
く
、
日
本

と
Ｉ
Ｅ
Ａ
の
共
催
に
よ
り

開
催
し
て
き
た
ワ
ー
ク
シ

ョ
ッ
プ
と
本
会
議
の
議
論

の
成
果
と
し
て
、
議
長
国

サ
マ
リ
ー
を
と
り
ま
と

め
、
西
村
経
済
産
業
大
臣

か
ら
�LN

G
Strategy

fo
r
the
W
orld

�
を
発
表
し

た
。な

お
、本
会
議
は
、ア
ジ

ア
太
平
洋
エ
ネ
ル
ギ
ー
研

究
セ
ン
タ
ー
（
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｒ

Ｃ
）
と
協
力
を
得
て
開
催

し
て
い
る
。

会
議
の
概
要

本
年
の
Ｌ
Ｎ
Ｇ
産
消

会
議
は
、

年
以
上
の
同

１０

会
議
が
紡
い
で
き
た
歴
史

の
中
で
初
め
て
、
公
式
に

Ｉ
Ｅ
Ａ
と
共
催
し
た
。

本
会
議
で
は
、
Ｉ
Ｅ
Ａ
加

盟
国
や
産
消
国
間
で
の
対

話
を
通
じ
て
、
危
機
の
拡

大
と
再
発
を
防
ぐ
た
め
の

具
体
的
な
施
策
を
見
出

す
、
と
い
う
大
き
な
一
歩

を
踏
み
出
す
こ
と
を
目
的

と
し
て
議
論
し
た
。

本
会
議
で
は
、
岸
田
内

閣
総
理
大
臣
が
冒
頭
挨

拶
を
行
い
、
Ｌ
Ｎ
Ｇ
は
各

国
で
活
用
さ
れ
て
い
る
重

要
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
あ

り
、
将
来
的
に
は
よ
り
ク

リ
ー
ン
な
利
用
に
向
け
た

課
題
に
対
し
産
ガ
ス
国
と

消
費
国
が
連
携
し
て
取
り

組
ん
で
い
く
必
要
が
あ

り
、今
回
の
会
議
が
、エ
ネ

ル
ギ
ー
の
そ
し
て
地
球
環

Ｌ
Ｎ
Ｇ
産
消
会
議
２
０
２
３

７
月

日
、
経
済
産
業
省
及
び
国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関
（
Ｉ
Ｅ
Ａ
）
は
、

１８

「
Ｌ
Ｎ
Ｇ
産
消
会
議
２
０
２
３
」
を
東
京
で
開
催
し
た
。
本
年
の
Ｌ
Ｎ
Ｇ

産
消
会
議
は
、
Ｉ
Ｅ
Ａ
加
盟
国
や
産
消
国
と
の
対
話
を
通
じ
て
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
危
機
の
拡
大
と
再
発
を
防
ぐ
た
め
の
具
体
的
な
施
策
を
議
論
し
た
。

会議の歴史の中で初めて公式にＩＥＡと共催

議長国サマリー、西村経済産業大臣から
“LNG Strategy for the World”を発表

JERA、KOGAS、JOGMECが
メタンガス削減に向けた取組を発表

「Coalition for LNG Emission Abatement 
toward Net-zero(CLEAN）」

行
す
る
た
め
「
Ｇ
Ｘ
推
進

法
」
に
基
づ
き
、「
脱
炭

素
成
長
型
経
済
構
造
移

行
推
進
戦
略
」（
Ｇ
Ｘ
推

進
戦
略
）
を
定
め
、
閣
議

決
定
を
行
っ
た
も
の
。

気
候
変
動
問
題
へ
の

対
応
に
加
え
、
ロ
シ
ア
連

邦
に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ

侵
略
を
受
け
、
国
民
生
活

及
び
経
済
活
動
の
基
盤

と
な
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
安

定
供
給
を
確
保
す
る
と

と
も
に
、
経
済
成
長
を
同

時
に
実
現
す
る
た
め
、
主

に
以
下
二
点
の
取
組
を

進
め
る
。

①
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
定

供
給
の
確
保
に
向
け
、
徹

底
し
た
省
エ
ネ
に
加
え
、

再
エ
ネ
や
原
子
力
な
ど

の
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率

の
向
上
に
資
す
る
脱
炭

素
電
源
へ
の
転
換
な
ど

Ｇ
Ｘ
に
向
け
た
脱
炭
素

の
取
り
組
み
を
進
め
る

こ
と
。

②
Ｇ
Ｘ
の
実
現
に
向

け
、「
Ｇ
Ｘ
経
済
移
行
債
」

等
を
活
用
し
た
大
胆
な

先
行
投
資
支
援
、
カ
ー
ボ

ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
に
よ

る
Ｇ
Ｘ
投
資
先
行
イ
ン

セ
ン
テ
ィ
ブ
、
新
た
な
金

融
手
法
の
活
用
な
ど
を

含
む
「
成
長
志
向
型
カ
ー

ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
構

想
」
の
実
現
・
実
行
を
行

う
こ
と
。

昨
年
２
月
の
ロ
シ
ア

に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵

略
以
降
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安

定
供
給
の
確
保
が
世
界

的
に
大
き
な
課
題
と
な

る
中
、
Ｇ
Ｘ
（
グ
リ
ー
ン

ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー

シ
ョ
ン
）
を
通
じ
て
脱
炭

素
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
定
供

給
、
経
済
成
長
の
３
つ
を

同
時
に
実
現
す
る
べ
く
、

政
府
は
Ｇ
Ｘ
実
行
会
議

や
各
省
に
お
け
る
審
議

会
等
で
の
議
論
を
踏
ま

え
て
取
り
ま
と
め
た
「
Ｇ

Ｘ
実
現
に
向
け
た
基
本

方
針
」
の
閣
議
決
定
、
及

び
「
Ｇ
Ｘ
推
進
法
」・「
Ｇ

Ｘ
脱
炭
素
電
源
法
」
の
成

立
に
よ
っ
て
、「
成
長
志

向
型
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ

シ
ン
グ
構
想
」
等
の
新
た

な
政
策
を
具
体
化
し
た
。

こ
れ
ら
の
政
策
を
実

行
す
る
た
め
「
Ｇ
Ｘ
推
進

法
」
に
基
づ
き
、「
脱
炭

素
成
長
型
経
済
構
造
移

行
推
進
戦
略
」（
Ｇ
Ｘ
７

月

日
閣
議
決
定
を
行

28
っ
た
。

本
年
２
月

日
の
「
Ｇ

１０

Ｘ
実
現
に
向
け
た
基
本

方
針
」
の
閣
議
決
定
、
及

び
「
Ｇ
Ｘ
推
進
法
」・「
Ｇ

Ｘ
脱
炭
素
電
源
法
」
の
成

立
に
よ
っ
て
、「
成
長
志

向
型
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ

シ
ン
グ
構
想
」
等
の
新
た

な
政
策
を
具
体
化
し
た
。

こ
れ
ら
の
政
策
を
実

経
済
産
業
省
で
は
、
モ

ビ
リ
テ
ィ
に
お
け
る
水

素
の
普
及
に
向
け
て
、
令

和
４
年
９
月
よ
り
水
素

供
給
側
・
自
動
車
メ
ー

カ
ー
側
・
物
流
事
業
者

側
・
荷
主
側
・
国
・
地
方

自
治
体
と
い
っ
た
関
係

者
で
将
来
像
を
共
有
し
、

そ
れ
に
向
け
て
必
要
な

政
策
を
議
論
す
る
検
討

会
を
行
っ
て
き
た
。
７
月

日
、
そ
の
経
過
を
中
間

１１と
り
ま
と
め
と
し
て
公

表
し
た
。

今
後
も
議
論
の
深
化

を
図
り
、
今
年
度
中
を
目

処
に
、
政
策
の
具
体
化
を

進
め
て
最
終
報
告
と
し

て
と
り
ま
と
め
る
予
定
。

２
０
５
０
年
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実

現
に
向
け
、
運
輸
部
門
の

脱
炭
素
化
が
不
可
欠
で

あ
る
。
特
に
走
行
距
離
が

長
く
、
電
気
自
動
車
で
は

対
応
で
き
な
い
領
域
（
特

に
商
用
車
領
域
）
で
は
、

各
国
で
燃
料
電
池
化
が

急
速
に
進
展
し
て
い
る
。

一
方
で
、
自
動
車
メ
ー

カ
ー
と
物
流
・
荷
主
企
業

と
水
素
供
給
企
業
は
、

各
々
が
燃
料
電
池
自
動

車
の
需
要
の
見
通
し
、
燃

料
電
池
自
動
車
と
水
素

ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
普
及

台
数
見
通
し
、
燃
料
電
池

自
動
車
の
普
及
台
数
見

通
し
が
不
明
で
あ
り
、
投

資
計
画
が
立
て
ら
れ
な

い
と
い
っ
た
三
す
く
み

状
態
で
あ
る
。

令
和
５
年
６
月
に
水

素
基
本
戦
略
の
改
定
が

あ
っ
た
こ
と
を
踏
ま
え
、

三
す
く
み
状
態
の
打
破

に
向
け
て
、
各
団
体
が
一

定
の
前
提
の
元
に
将
来

の
見
通
し
と
普
及
に
向

け
た
課
題
を
共
有
し
、
こ

の
度
中
間
と
り
ま
と
め

を
公
表
し
た
。

モ
ビ
リ
テ
ィ
水
素
官
民
協
議
会

の
中
間
と
り
ま
と
め
を
公
表

「脱炭素成長型経済構造移行推進戦略」
が閣議決定 ＧＸを通じて脱炭素、エネルギー安定供給、経済成長の３つを同時に実現　



２０２３年（令和５年）９月５日　　　　　（6）

コ
ス
ト
構
造
的

に
も
メ
リ
ッ
ト
大

商
用
時
の
水
素
サ
プ

ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
で
は
、
水

素
の
コ
ス
ト
内
訳
に
お

い
て
、
水
素
製
造
や
運

搬
、
積
荷
設
備
な
ど
に
日

本
の
技
術
・
製
品
が
使
わ

れ
る
た
め
、
対
価
の
半
分

は
日
本
に
還
流
さ
れ
、
バ

リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
の
観

［水素社会をめざす川崎重工業］ 経　産　新　報

丸
紅
、
Ｅ
Ｎ
Ｅ
Ｏ
Ｓ
、
川

崎
汽
船
が
加
入

水
素
発
電
を

市
街
地
で
実
証

「
利
用
時
に
Ｃ
Ｏ
２
が

発
生
し
な
い
水
素
を
ガ

ス
タ
ー
ビ
ン
の
燃
料
と

す
る
こ
と
で
ク
リ
ー
ン

な
発
電
の
実
現
を
目
指

し
て
い
ま
す
。
燃
焼
速
度

が
速
く
安
定
燃
焼
が
難

し
い
と
い
う
水
素
の
特

性
に
合
わ
せ
た
燃
焼
技

術
の
開
発
に
よ
り
、
天
然

ガ
ス
１
０
０
％
か
ら
水

素
１
０
０
％
ま
で
連
続

的
か
つ
自
在
に
混
合
比

を
操
作
で
き
る
ガ
ス

タ
ー
ビ
ン
の
開
発
に
成

功
し
ま
し
た
」

「
水
素
Ｃ
Ｇ
Ｓ
活
用
ス

マ
ー
ト
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

技
術
開
発
事
業
」（
Ｎ
Ｅ

Ｄ
Ｏ
助
成
事
業
）
に
参
画

し
、
大
林
組
と
と
も
に
、

神
戸
市
、
関
西
電
力
、
岩

谷
産
業
、
関
電
エ
ネ
ル

ギ
ー
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
、

大
阪
大
学
と
協
力
し
て

神
戸
ポ
ー
ト
ア
イ
ラ
ン

ド
で
水
素
ガ
ス
タ
ー
ビ

ン
の
実
証
を
進
め
て
き

ま
し
た
。

２
０
１
８
年
４
月
に

は
世
界
で
初
め
て
、
市
街

地
に
お
け
る
純
水
素
を

燃
料
と
し
た
ガ
ス
タ
ー

ビ
ン
に
よ
る
熱
電
併
給

を
実
証
し
ま
し
た
。
市
街

地
で
の
実
証
は
、
安
全
性

の
観
点
か
ら
も
重
要
な

社
会
実
績
で
あ
り
、

か
５０

国
５
千
名
以
上
の
方
に

視
察
に
お
越
し
い
た
だ

い
て
い
ま
す
。
現
在
は
、

発
電
効
率
の
向
上
や
Ｎ

Ｏ
ｘ
値
の
低
減
な
ど
さ

ら
な
る
性
能
向
上
を
進

め
て
い
ま
す
」

産
業
に
よ
る
雇
用
創
出
、

ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
輸
出
、
Ｃ
Ｃ
Ｓ
の
促
進

と
い
っ
た
メ
リ
ッ
ト
が

あ
る
。

一
方
、
日
本
側
に
と
っ

て
は
大
量
か
つ
安
定
し

た
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
確
保
、

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
の
劇
的

削
減
と
い
っ
た
メ
リ
ッ

ト
が
あ
り
、
両
国
の
利
害

は
一
致
す
る
。

水
素
を
効
率
的
に
輸

送
す
る
に
は
、
マ
イ
ナ
ス

２
５
３
℃
と
い
う
極
低

温
ま
で
冷
却
し
、
液
化
す

る
必
要
が
あ
る
が
、
川
崎

重
工
は
液
化
天
然
ガ
ス

（
Ｌ
Ｎ
Ｇ
）
の
運
搬
・
貯

蔵
な
ど
の
既
存
保
有
技

術
と
ノ
ウ
ハ
ウ
を
活
用

で
き
る
。

「
２
０
１
６
年
か
ら
、

技
術
研
究
組
合
（
略
称
Ｈ

ｙ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
Ａ
）
＊
と
し

て
、
日
豪
間
で
褐
炭
由
来

を
含
む
液
化
水
素
を
海

上
輸
送
す
る
、
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
構
築
実
証
事

業
（
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ
助
成
事

業
）
に
取
り
組
ん
で
き
ま

し
た
。
な
か
で
も
、
当
社

は
、
世
界
初
と
な
る
液
化

水
素
運
搬
船
「
す
い
そ

ふ
ろ
ん
て
ぃ
あ
」
や
液
化

水
素
荷
役
実
証
タ
ー
ミ

ナ
ル
「H
y
touch

神
戸
」

の
建
設
を
進
め
て
き
ま

し
た
。

２
０
２
２
年
２
月
、豪

州
で
製
造
し
液
化
し
た

水
素
を
「
す
い
そ
ふ
ろ

ん
て
ぃ
あ
」
で
日
本
（
神

戸
）
に
海
上
輸
送
す
る
こ

と
に
成
功
、
４
月
に
は
岸

田
総
理
ご
出
席
の
も
と

完
遂
記
念
式
典
が
執
り

行
わ
れ
ま
し
た
。
こ
れ
は

水
素
の
可
能
性
と
と
も

に
、
水
素
を
通
じ
て
石
炭

の
更
な
る
可
能
性
を
示

せ
た
も
の
と
考
え
て
い

ま
す
。

こ
こ
か
ら
新
た
な
始

ま
り
と
し
て
、２
０
３
０

年
頃
の
商
用
化
に
向
け
、

商
用
化
実
証
へ
と
進
め

て
い
き
ま
す
。
水
素
コ
ス

ト
の
低
減
の
た
め
に
は

設
備
の
大
型
化
が
必
須

で
あ
り
、
液
化
水
素
運
搬

船
に
つ
い
て
は
、「
す
い

そ
ふ
ろ
ん
て
ぃ
あ
」
の

１
２
８
倍
の

万
�
を

１６

運
搬
で
き
る
大
型
液
化

水
素
運
搬
船
の
建
造
を

計
画
し
て
い
ま
す
」

＊
石
炭
の
ガ
ス
化
技
術

を
保
有
す
る
電
源
開
発

（
Ｊ
�
Ｐ
ｏ
ｗ
ｅ
ｒ
）、

国
内
唯
一
の
液
化
水
素

事
業
を
行
う
岩
谷
産
業
、

Ｌ
Ｎ
Ｇ
の
輸
送
な
ど
に

強
み
を
持
つ
シ
ェ
ル
グ

ル
ー
プ
の
シ
ェ
ル
ジ
ャ

パ
ン
と
共
に
設
立（
２
０

１
６
年
２
月
）、そ
の
後
、

安
定
供
給
実
現
の
た
め
、

未
利
用
資
源
で
あ
る
褐

炭
を
活
用
し
た
水
素
製

造
に
着
目
し
て
き
た
。

褐
炭
は
若
い
石
炭
で
、

世
界
に
大
量
に
分
布
す

る
。
水
分
量
が

〜

％

５０

６０

と
多
い
た
め
、
そ
の
ま
ま

で
は
輸
送
に
適
さ
な
い
。

し
か
も
、
乾
燥
さ
せ
る
と

自
然
発
火
し
や
す
く
、
や

は
り
輸
送
が
困
難
で
あ

る
た
め
、
現
地
の
発
電
で

し
か
利
用
さ
れ
て
こ
な

か
っ
た
。

褐
炭
は
そ
の
使
い
に

く
さ
故
に
海
外
取
引
は

皆
無
で
、
権
益
取
得
が
容

易
だ
。
つ
ま
り
安
価
で
あ

り
、
同
社
は
そ
こ
に
注
目

し
た
。

世
界
有
数
の
石
炭
資

源
国
で
あ
る
オ
ー
ス
ト

ラ
リ
ア
（
豪
州
）
は
、
そ

の
石
炭
資
源
の
半
分
を

褐
炭
が
占
め
る
。
こ
れ
を

水
素
に
変
え
て
輸
出
で

き
れ
ば
願
っ
て
も
な
い

話
だ
。

山
本
氏
は
ビ
ク
ト
リ

ア
州
ラ
ト
ロ
ブ
バ
レ
ー

地
区
に
つ
い
て
こ
う
話

す
。「
露
天
掘
り
の
褐
炭

炭
田
が
広
が
る
こ
の
地

に
は
、
見
え
る
範
囲
、
地

平
線
ま
で
地
表
下
６
�

か
ら
深
さ
２
５
０
�
を

超
え
て
褐
炭
の
埋
蔵
が

確
認
さ
れ
て
お
り
、
日
本

の
年
間
発
電
量
の
２
４

０
年
分
に
相
当
す
る
膨

大
な
量
が
あ
り
ま
す
。

加
え
て
、

�
先
の
海

８０

岸
沖
に
は
枯
渇
し
た
海

底
ガ
ス
田
や
帯
水
層
な

ど
Ｃ
Ｏ
２
貯
留
の
適
地

が
あ
る
こ
と
も
魅
力
。
水

素
製
造
時
に
発
生
す
る

Ｃ
Ｏ
２
の
貯
留
先
と
し

て
利
用
す
る
こ
と
で
、
現

地
で
Ｃ
Ｃ
Ｓ
を
推
進
で

き
ま
す
」

日
本
と
豪
州
の
利
害

が
一
致

日
豪
間
で
液
化
水
素

の
海
上
輸
送
技
術
実
証

に
成
功

豪
州
連
邦
政
府
と
ビ

ク
ト
リ
ア
州
政
府
（
以
下

豪
州
政
府
）
は
褐
炭
利
用

水
素
を
高
く
評
価
し
て

い
る
。
豪
州
側
に
と
っ
て

は
褐
炭
の
付
加
価
値
の

向
上
、
水
素
製
造
・
輸
送

素
に
関
連
し
た
政
策
を

打
ち
出
し
て
い
ま
す
。

世
界
的
に
見
て
も
水

素
の
利
活
用
に
対
す
る

政
策
が
打
ち
出
さ
れ
て

お
り
、
競
争
の
時
代
に
入

っ
て
き
て
い
る
と
見
て

い
ま
す
」

産
業
ガ
ス
と
し
て
、
あ

る
い
は
自
動
車
燃
料
と

し
て
使
い
始
め
た
ば
か

り
の
水
素
が
国
を
支
え

る
よ
う
な
エ
ネ
ル
ギ
ー

と
し
て
活
用
し
て
い
け

る
の
だ
ろ
う
か
。

豪
州
で
褐
炭
に
よ
る

水
素
製
造

現
地
で
Ｃ
Ｃ
Ｓ
も
同

時
に
行
う

川
崎
重
工
は
水
素
の

年
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
に
向
け
て
、『
グ

リ
ー
ン
成
長
戦
略
』『
第

６
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本

計
画
』
さ
ら
に
６
年
ぶ
り

に
改
訂
さ
れ
た
『
水
素
基

本
戦
略
』
な
ど
次
々
と
水

水
素
コ
ン
テ
ナ
な
ど
を

手
掛
け
て
き
た
。

山
本
氏
は
エ
ネ
ル

ギ
ー
を
取
り
巻
く
環
境

を
踏
ま
え
、
水
素
利
用
の

さ
ら
な
る
可
能
性
に
つ

い
て
解
説
す
る
。

「
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
を
実
現
す
る
た
め

に
は
特
定
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
源
で
全
て
を
賄
う

こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
経

済
合
理
性
と
環
境
配
慮

を
両
立
し
た
エ
ネ
ル

ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
を
追
求

し
て
い
く
こ
と
が
重
要

で
す
。政
府
は
２
０
５
０

水
素
関
連
機
器
の
製

造
に
知
見

エ
ネ
ル
ギ
ー
と
し
て

の
水
素
に
着
目

川
崎
重
工
は
、
輸
送
機

器
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境

関
連
機
器
な
ど
を
多
彩

に
展
開
す
る
総
合
エ
ン

ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
メ
ー

カ
ー
だ
。
水
素
関
連
製
品

と
し
て
は
水
素
の
大
量

製
造
を
伴
う
肥
料
プ
ラ

ン
ト
、
Ｈ
�
Ⅱ
ロ
ケ
ッ
ト

基
地
の
液
化
水
素
タ
ン

ク
、
運
搬
の
た
め
の
液
化

カーボンニュートラルとエネルギー安全保障の切り札～水素社会の実現に向けて
ＣＯ 2フリー水素は脱炭素社会への重要なエネルギー

水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
社
会
実
装
を
目
指
す

水
素
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
想

水
素
を
通
じ
た
石
炭
の
可
能
性
に
川
崎
重
工
は
注
目
し
て
い
る
。ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
あ
る
水

素
の
国
際
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
構
築
に
関
す
る
同
社
の
取
り
組
み
と
進
捗
に
つ
い
て
、プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

を
牽
引
す
る
山
本
滋
氏
に
解
説
し
て
い
た
だ
い
た
。

川崎重工業株式会社
水素戦略本部　副本部長

執行役員
山本　滋氏

川崎重工業
水素特設サイト

https://www.khi.co.jp/hydrogen/ 
（右はQRコード）
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川崎重工

未
利
用
資
源
、
褐
炭
に
注
目

豪
州
に
日
本
の
年
間
発
電
量
２
４
０
年
分
の
褐
炭

２
０
３
０
年
頃
に
は
運
搬
船
２
隻
で
商
用
チ
ェ
ー
ン
開
始

製
造
時
に
発
生
す
る
Ｃ
Ｏ
２
は
豪
州
の
適
地
に
貯
留

ＬＮＧ運搬・貯蔵技術・ノウハウを活用
液化水素の運搬船と荷役基地を建造

日豪水素サプライチェーンパイロット実証を無事完遂
神戸ポートアイランドでは水素ガスタービン実証
2050 年には水素発電が社会を支えている

点
か
ら
メ
リ
ッ
ト
が
高

い
。ま

た
水
素
発
電
を
行

っ
た
場
合
の
２
０
３
０

年
時
点
の
発
電
コ
ス
ト

は
Ｌ
Ｎ
Ｇ
よ
り
は
高
い

が
、
風
力
や
太
陽
光
な
ど

の
Ｃ
Ｏ
２
フ
リ
ー
エ
ネ

ル
ギ
ー
の
中
で
は
安
く
、

か
つ
安
定
的
に
大
量
の

利
用
が
可
能
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
将
来
的
に
は
発

電
セ
ク
タ
ー
で
の
Ｃ
Ｏ

２
削
減
を
目
的
と
し
た

大
量
需
要
も
見
込
ま
れ

る
。「２

０
３
０
年
頃
に
は

タ
ン
カ
ー
規
模
の
運
搬

船
２
隻
に
よ
る
商
用
チ

ェ
ー
ン
を
開
始
し
、
２
０

５
０
年
頃
に
運
搬
船
80

隻
に
拡
大
し
て
い
く
こ

と
で
、
水
素
は
発
電
コ
ス

ト
で
も
Ｌ
Ｎ
Ｇ
に
同
等

と
な
り
、
か
つ
環
境
負
荷

の
低
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
と

し
て
社
会
を
支
え
て
い

る
こ
と
で
し
ょ
う
」

神戸ポートアイランドにある水素コージェネレーションシステム実証プラント

大型液化水素運搬船プロトタイプ
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